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はじめに 

エネルギー政策は、これまで基本的には国の枠組みの中で行われてきたが、東日

本大震災以降、現場でのきめ細やかなエネルギーの効率的利用の積み重ね、再生可

能エネルギー、コージェネレーション（熱電併給システム、以下「コジェネ」とい

う。）をはじめとした分散型エネルギーシステムの導入など、地域が果たす役割が

大きくなっている。 

また、我が国では、電力小売りの全面自由化や発送電分離等を柱とした電力シス

テム改革に加え、天然ガス小売りの自由化等を柱としたガスシステム改革が進めら

れるなど、これまで地域内で完結していたエネルギーシステムに市場原理を導入す

る大きな変革が行われようとしている。 

福岡県は、明治から昭和にかけ石炭の産出により我が国の近代化と経済発展を支

えた地域である。近年も産業部門における構造シフトに伴い早い段階でエネルギー

消費が減少傾向に転じているほか、太陽光発電などの再生可能エネルギーの普及が

いち早く進むなど、エネルギー需給構造の変化に敏感に反応する地域となっている。 

また、産学官が一体となり進められる水素エネルギー社会の実現に向けた活動は、

我が国のみならず世界からも高い評価を受けるなど、将来を見据えた取組みにおい

ても、福岡県はエネルギー先進地域の一つとして注目されている。 

本研究会では、このような福岡県において、エネルギーシステムが大きな変革期

を迎える中、地域における経済活動や県民生活の基礎となる安定的なエネルギー・

電力需給の確保に向け事業者、県民、自治体、大学・研究機関など各主体が果たす

べき役割や取組みを全国に先駆け明らかにするため、平成２５年２月２３日以降 

１５回の議論を重ね、その検討結果をこの報告書にとりまとめた。 

今回の報告書では、福岡県において新たなエネルギー社会を先導して実現するた

め、「①エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会の実現」「②環境にも配

慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会の実現」「③水素を本格的に

利活用する水素エネルギー社会の実現」に加え、「④新たなエネルギー関連産業の

育成・集積による地域振興・雇用創出」を目指した課題を整理するとともに、その

課題を解決するための取組みに関し幅広い提言を行っている。 

エネルギー問題は様々な要因を変数とする複雑な連立方程式であり、その情勢が

常に変化を続けているが、事業者、県民、自治体、大学・研究機関など各主体にお

いて、この報告書を参考として、新たなエネルギー社会を切り拓く積極的な取組み

が行われることを期待する。 
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記載した講演者の組織・役職が講演当時のものとなっている。  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．エネルギー需給の現状 
 

 



 

1/86 

  

１．エネルギー需給の現状 

(１) 最終エネルギー消費（直接利用分）の推移 

ア．最終エネルギー消費（直接利用分）の概要 

県内の最終エネルギー消費（直接利用分）は、平成２３年度現在で     

４４１.６ＰＪ（福岡ドーム約６.５杯分の原油の熱量に相当）となっており、

これは全国の３.６％、九州・沖縄地方の３３.０％を占めている。（表１） 

県内の最終エネルギー消費（直接利用分）は、平成８年度をピークとして

若干の減少傾向にある。（表２） 

県内では、全国、九州・沖縄地方と比べ、早い段階でエネルギー消費が減

少傾向に転じているが、これは産業部門における構造変化（基礎素材型産業

〔鉄鋼業，窯業土石等〕→加工組立型産業〔自動車産業等〕）が影響している

ものと推定される。 

表表表表    １１１１    最最最最終エネルギー消費終エネルギー消費終エネルギー消費終エネルギー消費（直接利用分）（直接利用分）（直接利用分）（直接利用分）の推移（１）の推移（１）の推移（１）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 ４５５.６ ４８３.７ ４８２.３ ４５０.０ ４４９.１ ４４１.６ 

九州・沖縄地方 １,２５８.６ １,３３９.７ １,３８２.３ １,３７５.２ １,３４１.５ １,３３７.２ 

 福岡県の比率 36.2％ 36.1％ 34.９％ 32.7％ 33.5％ 33.0％ 

全国（合算値） １１,４９２.８ １２,２４０.７ １２,８４８.４ １２,９４１.１ １２,４８０.４ １２,１６１.４ 

 福岡県の比率 4.0％ 4.0％ 3.8％ 3.5％ 3.6％ 3.6％ 

※運輸部門は乗用車のエネルギー消費のみを計上 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ２２２２    最終エネルギー消費最終エネルギー消費最終エネルギー消費最終エネルギー消費（直接利用分）（直接利用分）（直接利用分）（直接利用分）の推移（２）の推移（２）の推移（２）の推移（２）    
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イ．最終エネルギー消費（直接利用分）の部門別傾向 

部門別の最終エネルギー消費（直接利用分）をみると、全国、九州・沖縄

地方、福岡県ともに、産業部門における消費が減少し、それ以外の部門にお

ける消費が増加傾向にある。（表３） 

また、福岡県の特徴は、全国、九州・沖縄地方と比較して、産業部門比率

の減少傾向、業務部門比率の増加傾向が顕著であることで、前者が県内にお

ける最終エネルギー消費（直接利用分）の減少に大きく影響しているものと

推定される。（表４） 

表表表表    ３３３３    部門別部門別部門別部門別    最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１） 

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

産業部門 ２９４.２ ２６４.８ ２１２.４ ２０６.４ 

業務部門 ７６.５ １０３.４ １１４.５ １１５.７ 

家庭部門 ５３.６ ７０.７ ７４.２ ７１.０ 

運輸部門（乗用車のみ） ３１.３ ４３.３ ４８.１ ４８.５ 

合計 ４５５.６ ４８２.３ ４４９.１ ４４１.６ 

九州・沖縄地方 

産業部門 ８２６.１ ７９１.６ ７２６.８ ７１６.３ 

業務部門 １８６.８ ２６０.６ ２８１.３ ２８３.９ 

家庭部門 １５０.９ １９５.７ １９６.５ １９２.４ 

運輸部門（乗用車のみ） ９４.８ １３４.３ １３６.９ １４４.６ 

合計 １,２５８.６ １,３８２.３ １,３４１.５ １,３３７.２ 

全国（合算値） 

産業部門 ７,３０９.０ ７,２８４.９ ６,５８５.２ ６,３０５.１ 

業務部門 １,８６１.２ ２,４９６.１ ２,７３４.２ ２,７５５.９ 

家庭部門 １,５９９.９ ２,０８０.６ ２,１１９.５ ２,０３０.４ 

運輸部門（乗用車のみ） ７２２.７ ９８６.８ １,０４１.５ １,０７０.０ 

合計 １１,４９２.８ １２,８４８.４ １２,４８０.４ １２,１６１.４ 

※運輸部門は乗用車のエネルギー消費のみを計上 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ４４４４    部門別部門別部門別部門別    最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

64.6%
54.9%

47.3%

65.6%
57.3% 54.2%

63.6%
56.7% 52.8%

16.8%

21.4%

25.5%

14.8%

18.9% 21.0%

16.2%
19.4%

21.9%

11.8%
14.7%

16.5%

12.0%
14.2% 14.6%

13.9%
16.2% 17.0%

6.9% 9.0% 10.7% 7.5% 9.7% 10.2% 6.3% 7.7% 8.3%

0%

25%

50%

75%

100%

H２年度 Ｈ１２年度 Ｈ２２年度 H２年度 Ｈ１２年度 Ｈ２２年度 H２年度 Ｈ１２年度 Ｈ２２年度

福岡県 九州・沖縄地方 全国（合算値）

産業部門 業務部門 家庭部門 運輸部門（乗用車のみ）



 

3/86 

最終エネルギー消費（直接利用分）を県内地域別にみると、北九州地域が

５割強、福岡地域が３割強、筑後地域が１割強、筑豊地域が５％程度となっ

ている。（表５） 

表表表表    ５５５５    福岡福岡福岡福岡県内地域県内地域県内地域県内地域別別別別    最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞ 

（単位：ＰＪ） 平成２２年度※１  

福岡県  （４４４.４）  

北九州地域 ２２８.７ ５１.５％ 

福岡地域 １３９.２ ３１.３％ 

筑後地域 ５２.７ １１.９％ 

筑豊地域 ２３.８ ５.４％ 

※１ 平成２２年度実績値は、出典調査の基礎となった資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー
消費統計」のデータが一部見直されていることから、合算値（県内合計値）に他の表と若干
の誤差がある。 

※２ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 

また、県内地域別の詳細をみると、工業都市である北九州地域は産業部門

の比率が７割以上を占める一方、商業都市である福岡地域は業務部門が４割

程度を占めている。（表６） 

表表表表    ６６６６    福岡福岡福岡福岡県内地域別・県内地域別・県内地域別・県内地域別・部門別部門別部門別部門別    最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞    

（単位：ＰＪ） 平成２２年度※１  

北九州地域  （２２８.７） （５１.５％） 

産業部門 １６５.３ ７２.３％ 

業務部門 ３１.５ １３.８％ 

家庭部門 １９.３ ８.４％ 

運輸部門（乗用車のみ） １２.５ ５.５％ 

福岡地域  （１３９.２） （３１.３％） 

産業部門 ２０.６ １４.８％ 

業務部門 ５８.９ ４２.３％ 

家庭部門 ３６.１ ２５.９％ 

運輸部門（乗用車のみ） ２３.７ １７.０％ 

筑後地域  （５２.７） （１１.９％） 

産業部門 １６.８ ３１.８％ 

業務部門 １６.２ ３０.７％ 

家庭部門 １２.３ ２３.３％ 

運輸部門（乗用車のみ） ７.５ １４.２％ 

筑豊地域  （２３.８） （５.４％） 

産業部門 ５.１ ２１.４％ 

業務部門 ７.８ ３２.８％ 

家庭部門 ６.５ ２７.３％ 

運輸部門（乗用車のみ） ４.４ １８.５％ 

※１ 平成２２年度実績値は、出典調査の基礎となった資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー
消費統計」のデータが一部見直されていることから、合算値（県内合計値）に他の表と若干
の誤差がある。 

※２ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 
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ウ．産業部門における最終エネルギー消費（直接利用分） 

県内の産業部門における最終エネルギー消費（直接利用分）は、平成２３

年度現在で２０６ＰＪ（福岡ドーム約３杯分の原油の熱量に相当）となって

おり、これは全国の３.３％、九州・沖縄地方の２８.８％を占めている。  

（表７） 

県内の産業部門における最終エネルギー消費（直接利用分）は減少傾向に

あり、平成２年当時と比較して約７割まで減少している。 

この減少率は、全国、九州・沖縄地方と比較して高い数値となっている。

（表８） 

表表表表    ７７７７    産業部門産業部門産業部門産業部門におけるにおけるにおけるにおける最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 ２９４.２ ２８３.４ ２６４.８ ２１４.４ ２１２.４ ２０６.４ 

九州・沖縄地方 ８２６.１ ８０２.９ ７９１.６ ７４６.７ ７２６.８ ７１６.３ 

 福岡県の比率 35.6％ 35.3％ 33.5％ 28.7％ 29.2％ 28.8％ 

全国（合算値） ７,３０９.０ ７,０６４.２ ７,２８４.９ ６,９７８.３ ６,５８５.２ ６,３０５.１ 

 福岡県の比率 4.0％ 4.0％ 3.6％ 3.1％ 3.2％ 3.3％ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ８８８８    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

全国（合算値） 

九州･沖縄地方 

福岡県 
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県内の産業部門における最終エネルギー消費（直接利用分）を業種別にみ

ると、「他業種・中小製造業」以外の業種で減少傾向にあることが分かる。  

（表９，１０） 

また、県内の最終エネルギー消費の過半は「鉄鋼・非鉄・窯業土石」が占

めており、この業種における最終エネルギー消費の減少が、産業部門全体に

影響しているものと推定される。（表１１） 

表表表表    ９９９９    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における業種別業種別業種別業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

農林水産業・建設業・

鉱業 
１７.３ １５.５ １３.５ １３.３ 

化学･化繊･紙パ ４４.５ ３７.４ １９.８ １７.９ 

鉄鋼･非鉄･窯業土石 ２０７.１ １７２.８ １４７.６ １４６.８ 

機 械 ５.２ ５.０ ４.３ ４.１ 

他業種･中小製造業 ２１.７ ３５.９ ２７.９ ２４.９ 

重複補正 －１.６ －１.７ －０.７ －０.６ 

合計 ２９４.２ ２６４.８ ２１２.４ ２０６.４ 

九州･沖縄地方 

農林水産業・建設業・

鉱業 
１０５.４ ９１.３ ８５.６ ８５.１ 

化学･化繊･紙パ ２２３.３ ２３９.２ １９６.８ １８９.０ 

鉄鋼･非鉄･窯業土石 ４１１.0 ３３８.８ ３１８.５ ３２３.２ 

機 械 １４.０ １７.１ １５.７ １５.８ 

他業種･中小製造業 ７８.５ １０８.６ １１１.５ １０４.５ 

重複補正 －６.０ －３.３ －１.２ －１.４ 

合計 ８２６.１ ７９１.６ ７２６.８ ７１６.３ 

全国 

農林水産業・建設業・

鉱業 
６２３.７ ５３８.０ ４７０.７ ４７７.０ 

化学･化繊･紙パ ２,４２５.１ ２,８９０.３ ２,６１８.３ ２,４４６.２ 

鉄鋼･非鉄･窯業土石 ２,７４６.４ ２,１４８.４ ２,０６９.５ ２,０３７.３ 

機 械 ２６５.４ １７１.５ １５２.３ １６９.４ 

他業種･中小製造業 １,３３７.６ １,５８２.７ １,３０４.６ １,２０７.８ 

重複補正 －８９.３ －４６.０ －３０.３ －３２.６ 

合計 ７,３０９.０ ７,２８４.９ ６,５８５.２ ６,３０５.１ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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表表表表    １０１０１０１０    福岡福岡福岡福岡県内の産業部門における業種別県内の産業部門における業種別県内の産業部門における業種別県内の産業部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移        

 

 

 

 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成   

表表表表    １１１１１１１１    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２））））        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移をみると、  

全国、九州･沖縄地方、県内ともに大きな相違はない。 

全国、九州･沖縄地方と比較して、県内の産業部門における最終エネルギー

消費の減少幅は大きいが、この要因が県内産業の盛衰によるものではないこ

とが当該推移から分かる。（表１２，１３） 

また、業種別の生産額をみると、加工組立型産業である機械（自動車産業

など）が生産額を大きく伸ばす一方、素材型産業である「鉄鋼・非鉄・窯業

土石」「化学・化繊・紙パ」の生産額が若干低下している。（表１４，１５） 

「機械」「他業種・中小製造業」については生産額当たりのエネルギー消費

原単位が減少傾向（表１６）にあるが、これらに加え、産業構造のシフト（基

礎素材型産業〔鉄鋼業，窯業土石等〕→加工組立型産業〔自動車産業等〕）が

最終エネルギー消費の低下に大きく寄与しているものと推定される。 

表表表表    １２１２１２１２    産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（１）産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（１）産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（１）産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（１）        
            ＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式、、、、平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞    

 平成１３年度 平成１６年度 平成１９年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 ３.５兆円 ３.７兆円 ４.０兆円 ４.０兆円 ４.０兆円 

九州･沖縄地方 １０.５兆円 １１.１兆円 １２.１兆円 １２.０兆円 １２.３兆円 

 福岡県の比率 ３３.９％ ３３.５％ ３３.２％ ３３.４％ ３２.７％ 

全国（合算値） １２６.８兆円 １３６.９兆円 １４９.１兆円 １３６.０兆円 １４２.０兆円 

 福岡県の比率 ２.８％ ２.７％ ２.７％ ２.９％ ２.８％ 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）内閣府「県民経済計算」から事務局で作成 

表表表表    １３１３１３１３    産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（２）産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（２）産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（２）産業部門（第１次産業＋第２次産業）における生産額の推移（２）        
                    ＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式、、、、平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）内閣府「県民経済計算」から事務局で作成 
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表表表表    １４１４１４１４    福岡福岡福岡福岡県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における業種別業種別業種別業種別生産額生産額生産額生産額の推移（１の推移（１の推移（１の推移（１））））        
            ＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式、、、、平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞    

 平成１３年度 平成１６年度 平成１９年度 平成２２年度 平成２３年度 

農林水産業・ 

鉱業・建設業 
１兆２１０８億円 １兆０７７３億円 １兆０６９１億円 ９９９３億円 ９７６５億円 

化学・化繊・紙パ ２２６８億円 ２００２億円 １７４４億円 ２０２１億円 １４２３億円 

鉄鋼・非鉄・ 

窯業土石 
４８９７億円 ３９５４億円 ５２６１億円 ３７３６億円 ３９４６億円 

機械 ５４４７億円 ７６０２億円 ９６８４億円 １兆４０７２億円 １兆５３６４億円 

他業種・ 

中小製造業 
１兆１５５８億円 １兆２７７５億円 １兆３０２６億円 １兆２５４２億円 １兆３２１８億円 

（出典）内閣府「県民経済計算」から事務局で作成 

表表表表    １５１５１５１５    福岡福岡福岡福岡県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における県内の産業部門（第１次産業＋第２次産業）における業種別業種別業種別業種別生産額の推移（２）生産額の推移（２）生産額の推移（２）生産額の推移（２）        
                    ＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式＜実質・連鎖方式、、、、平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞平成１７年度連鎖価格＞    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）内閣府「県民経済計算」から事務局で作成        

表表表表    １６１６１６１６    福岡福岡福岡福岡県内の県内の県内の県内の製造業製造業製造業製造業におけるエネルギー消費原単位の推移におけるエネルギー消費原単位の推移におけるエネルギー消費原単位の推移におけるエネルギー消費原単位の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、内閣府「県民経済計算」から事務局で作成 
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また、産業部門における最終エネルギー消費（直接利用分）を県内地域別

にみると、北九州地域が圧倒的に多いことが分かる。（表１７） 

この要因は、北九州地域に鉄鋼業・セメント業などの基礎素材型産業が集

積しているためと推定される。（表１８） 

表表表表    １７１７１７１７    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における福岡県内福岡県内福岡県内福岡県内地域別地域別地域別地域別    最終エネルギー消費（直接利用分最終エネルギー消費（直接利用分最終エネルギー消費（直接利用分最終エネルギー消費（直接利用分））））    
＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞    

 平成２２年度※（単位：ＰＪ）  

福岡県  （２０７.８）  

北九州地域 １６５.３ ７９.５％ 

福岡地域 ２０.６ ９.９％ 

筑後地域 １６.８ ８.１％ 

筑豊地域 ５.１ ２.５％ 

※１ 平成２２年度実績値は、出典調査の基礎となった資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー
消費統計」のデータが一部見直されていることから、合算値（県内合計値）に他の表と若干
の誤差がある。 

※２ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 

表表表表    １８１８１８１８    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における福岡県内福岡県内福岡県内福岡県内地域別地域別地域別地域別    製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額（従業員４人以上の事業所）（従業員４人以上の事業所）（従業員４人以上の事業所）（従業員４人以上の事業所）    
＜平成２４年＞＜平成２４年＞＜平成２４年＞＜平成２４年＞    

 合計 基礎素材型産業 加工組立型産業 生活関連型産業 

福岡県 ７兆８０９０億円 ２兆５９３３億円 ３兆３１１７億円 １兆９０４１億円 

北九州地域 ３兆６５３０億円 １兆５９９５億円 １兆８３４３億円 ２１９２億円 

福岡地域 １兆８５４４億円 ３４００億円 ２３７４億円 １兆２７７０億円 

筑後地域 ９４６７億円 ３８４８億円 ２３０７億円 ３３１３億円 

筑豊地域 １兆３５４９億円 ２６９０億円 １兆００９３億円 ７６７億円 

※「基礎素材型産業」には、木材、パルプ・紙、化学、石油・石炭、プラスチック、ゴム、窯業・
土石、鉄鋼、非鉄金属、金属が該当。 

※「加工組立型産業」には、はん用機械、生産用機械、業務用機械、電子･デバイス、電気機械、
情報通信機器、輸送機械が該当。 

※「生活関連型産業」には、食料品、飲料･たばこ、繊維、家具、印刷、なめし革、その他が該当。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）経済産業省「平成２４年工業統計調査」＜福岡県独自集計結果＞ 
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エ．業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分） 

県内の業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分）は、平成２３

年度現在で１１６ＰＪ（福岡ドーム約１.７杯分の原油の熱量に相当）となっ

ており、これは全国の４.２％、九州･沖縄地方の４０.７％を占めている。   

（表１９） 

業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分）は、全国、九州･沖縄

地方、県内ともに増加傾向にあり、平成２年度から平成２３年度までに５割

程度増加している。（表２０） 

表表表表    １９１９１９１９    業務業務業務業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 ７６.５ ９４.０ １０３.４ １１２.７ １１４.５ １１５.７ 

九州･沖縄地方 １８６.８ ２３３.３ ２６０.６ ２７７.９ ２８１.３ ２８３.９ 

 福岡県の比率 41.0％ 40.３％ 39.7％ 40.5％ 40.7％ 40.7％ 

全国（合算値） １,８６１.２ ２,２９２.６ ２,４９６.１ ２,６９６.３ ２,７３４.２ ２,７５５.９ 

 福岡県の比率 4.1％ 4.1％ 4.1％ 4.2％ 4.2％ 4.2％ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ２０２０２０２０    業務業務業務業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
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業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分）を業種別にみると、

全国、九州･沖縄地方、県内ともに、近年、「商業・金融・不動産」が大幅な

増加傾向にあることが分かる。（表２１～２３） 

「商業・金融・不動産」の詳細を分析すると、全国、九州･沖縄地方、県内

ともに生産額は横ばい傾向（表２４）にあるが、生産額当たりのエネルギー

消費原単位が悪化傾向（表２５）にあることが分かる。 

なお、生産額当たりのエネルギー消費原単位が悪化傾向にある要因として

は、空調・照明設備の増加、ＯＡ化の進展、営業時間の延長などが推定され

る。 

表表表表    ２１２１２１２１    業務業務業務業務部門における部門における部門における部門における業種別業種別業種別業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

水道廃棄物 ９.２ １１.４ １１.３ １１.０ 

商業･金融･不動産 ２２.８ ２４.１ ３６.９ ３９.０ 

公共サービス １６.２ ２７.３ ２６.０ ２５.１ 

対事業所サービス ６.３ ７.３ ５.６ ５.４ 

対個人サービス １７.１ ２６.８ ２８.１ ２８.３ 

他業務･誤差 ４.９ ６.５ ６.６ ６.９ 

合計 ７６.５ １０３.４ １１４.５ １１５.７ 

九州･沖縄地方 

水道廃棄物 １５.４ ２０.０ ２１.２ ２１.１ 

商業･金融･不動産 ４５.６ ４８.３ ８１.４ ８６.２ 

公共サービス ５２.４ ８８.４ ７９.２ ７７.７ 

対事業所サービス １６.４ １９.１ １４.３ １３.５ 

対個人サービス ４４.８ ６９.５ ７１.０ ７０.７ 

他業務･誤差 １２.３ １５.５ １４.３ １４.７ 

合計 １８６.８ ２６０.６ ２８１.３ ２８３.９ 

全国（合算値） 

水道廃棄物 １４４.９ １８４.０ １８２.９ １７６.２ 

商業･金融･不動産 ４７４.９ ４７４.３ ８１２.１ ８５６.０ 

公共サービス ５４４.４ ８８４.３ ８３９.９ ８３１.１ 

対事業所サービス １５７.６ １７６.６ １２６.８ １２０.４ 

対個人サービス ４２６.３ ６４２.０ ６２８.０ ６２５.６ 

他業務･誤差 １１３.１ １３５.０ １４４.４ １４６.６ 

合計 １,８６１.２ ２,４９６.１ ２,７３４.２ ２,７５５.９ 

※「公共サービス」には、公務機関や研究機関、教育機関、医療業、社会福祉・介護事業などが該当。 

※「対事業所サービス」には、物品賃貸業や専門・技術サービス業、機械修理業などが該当。 

※「対個人サービス」には、宿泊業や飲食サービス業、娯楽業、洗濯業、理美容業などが該当。 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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商業・金融・不動産 全国（合算値） 商業・金融・不動産 九州・沖縄地方 商業・金融・不動産 福岡県

卸売・小売業 全国（合算値） 卸売・小売業 九州・沖縄地方 卸売・小売業 福岡県

金融･保険業 全国（合算値） 金融･保険業 九州・沖縄地方 金融･保険業 福岡県

不動産業 全国（合算値） 不動産業 九州・沖縄地方 不動産業 福岡県

表表表表    ２２２２２２２２    業務部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）業務部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）業務部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）業務部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２）        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ２３２３２３２３    業務部門における業種別業務部門における業種別業務部門における業種別業務部門における業種別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（３（３（３（３））））    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     

表表表表    ２４２４２４２４    「商業・金融・不動産」の「商業・金融・不動産」の「商業・金融・不動産」の「商業・金融・不動産」の業態別業態別業態別業態別生産額の推移生産額の推移生産額の推移生産額の推移        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（出典）内閣府「県民経済計算」から事務局で作成      
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業務部門（商業・金融・不動産を除く） 全国（合算値） 業務部門（商業・金融・不動産を除く） 九州・沖縄地方 業務部門（商業・金融・不動産を除く） 福岡県

商業･金融･不動産 全国（合算値） 商業･金融･不動産 九州・沖縄地方 商業･金融･不動産 福岡県

商業・金融・不動産 

商業・金融・不動産以外の合算 

不動産業 

金融・保険業 

卸売・小売業 

商業・金融・不動産（全体） 
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表表表表    ２５２５２５２５    福岡福岡福岡福岡県内の業務部門におけるエネルギー消費原単位の推移県内の業務部門におけるエネルギー消費原単位の推移県内の業務部門におけるエネルギー消費原単位の推移県内の業務部門におけるエネルギー消費原単位の推移    

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、内閣府「県民経済計算」から事務局で作成 

また、業務部門における最終エネルギー消費（直接利用分）を県内地域別

にみると、福岡地域が過半を占めている。（表２６） 

この要因は、福岡地域に業務部門関連の事業所が集中しているためと推定

される。（表２７） 

表表表表    ２６２６２６２６    業務業務業務業務部門における部門における部門における部門における福岡福岡福岡福岡県内地域別県内地域別県内地域別県内地域別    最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞最終エネルギー消費（直接利用分）＜平成２２年度＞    

 平成２２年度※（単位：ＰＪ）  

福岡県  （１１４.４）  

北九州地域 ３１.５ ２７.５％ 

福岡地域 ５８.９ ５１.５％ 

筑後地域 １６.２ １４.２％ 

筑豊地域 ７.８ ６.８％ 

※１ 平成２２年度実績値は、出典調査の基礎となった資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー
消費統計」のデータが一部見直されていることから、合算値（県内合計値）に他の表と若干
の誤差がある。 

※２ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 

表表表表    ２７２７２７２７    業務部門に業務部門に業務部門に業務部門に係る係る係る係る福岡福岡福岡福岡県内地域別県内地域別県内地域別県内地域別    事業所数及び従業員数事業所数及び従業員数事業所数及び従業員数事業所数及び従業員数（平成２１（平成２１（平成２１（平成２１年年年年７７７７月１日現在月１日現在月１日現在月１日現在）））） 

 事業所数 従業員数 

福岡県 １９５,８３７  １,９６０,６１５  

北九州地域 ５１,５２１ ２６.３％ ４７３,６６９ ２４.２％ 

福岡地域 ９６,３３９ ４９.２％ １,０８１,６６０ ５５.２％ 

筑後地域 ３２,０５５ １６.４％ ２６９,３７７ １３.７％ 

筑豊地域 １５,９２２ ８.１％ １３５,９０９ ６.９％ 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）総務省統計局「平成２１年経済センサス-基礎調査」     
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業務部門 全国 業務部門 九州・沖縄地方 業務部門 福岡県

商業・金融・不動産 全国 商業・金融・不動産 九州・沖縄地方 商業・金融・不動産 福岡県

商業・金融・不動産 

業務部門全体 
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全国（合算値） 九州・沖縄地方 福岡県

オ．家庭部門における最終エネルギー消費（直接利用分） 

県内の家庭部門における最終エネルギー消費（直接利用分）は、平成２３

年度現在で７１ＰＪ（福岡ドーム約１.１杯分の原油の熱量に相当）となって

おり、これは全国の３.５％、九州･沖縄地方の３６.９％を占めている。  

（表２８） 

家庭部門における最終エネルギー消費（直接利用分）は、全国、九州･沖縄

地方、県内ともに若干の増加傾向（表２９）にあるが、その要因として、核

家族化の進展による世帯数の増加（表３０）が推定される。 

表表表表    ２８２８２８２８    家庭家庭家庭家庭部門部門部門部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）            

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 ５３.６ ６６.６ ７０.７ ７５.５ ７４.２ ７１.０ 

九州･沖縄地方 １５０.９ １８４.０ １９５.７ ２０７.６ １９６.５ １９２.４ 

 福岡県の比率 35.5％ 36.2％ 36.1％ 36.4％ 37.8％ 36.9％ 

全国（合算値） １,５９９.９ １,９２６.６ ２,０８０.６ ２,１７２.９ ２,１１９.５ ２,０３０.４ 

 福岡県の比率 3.4％ 3.5％ 3.4％ 3.5％ 3.5％ 3.5％ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ２９２９２９２９    家庭部門における家庭部門における家庭部門における家庭部門における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２））））        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
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世帯人員（人口） 全国 世帯人員（人口） 九州・沖縄地方 世帯人員（人口） 福岡県

世帯数 全国 世帯数 九州・沖縄地方 世帯数 福岡県

表表表表    ３０３０３０３０    世帯人員（人口）・世帯人員（人口）・世帯人員（人口）・世帯人員（人口）・世帯数の推移世帯数の推移世帯数の推移世帯数の推移     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務省「国勢調査」から事務局で作成      

また、家庭部門における最終エネルギー消費（直接利用分）を県内地域別

にみると、福岡地域が５割弱を占めている。（表３１） 

この要因は、福岡地域に人口・世帯が集中しているためと推定される。  

（表３２） 

表表表表    ３１３１３１３１    家庭部門における家庭部門における家庭部門における家庭部門における福岡県内福岡県内福岡県内福岡県内地域別地域別地域別地域別    最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）    
＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞    

 平成２２年度※（単位：ＰＪ）  

福岡県  （７４.２）  

北九州地域 １９.３ ２６.０％ 

福岡地域 ３６.１ ４８.７％ 

筑後地域 １２.３ １６.６％ 

筑豊地域 ６.５ ８.８％ 

※１ 平成２２年度実績値は、出典調査の基礎となった資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー
消費統計」のデータが一部見直されていることから、合算値（県内合計値）に他の表と若干
の誤差がある。 

※２ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月）  

表表表表    ３２３２３２３２    県内地域別の人口と世帯数（平成２６年１１月１日現在）県内地域別の人口と世帯数（平成２６年１１月１日現在）県内地域別の人口と世帯数（平成２６年１１月１日現在）県内地域別の人口と世帯数（平成２６年１１月１日現在） 

 人口 世帯数 

福岡県 ５,０９３,８８５  ２,２０４,８１４  

北九州地域 １,２８６,１３６ ２５.２％ ５６１,４８９ ２５.５％ 

福岡地域 ２,５７１,２００ ５０.５％ １,１５８,５９６ ５２.５％ 

筑後地域 ８１６,２０５ １６.０％ ３１０,３００ １４.１％ 

筑豊地域 ４２０,３４４ ８.３％ １７４,４２９ ７.９％ 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県「福岡県の人口と世帯（推計）」         

世帯人員（人口） 

世帯数 
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カ．運輸部門（乗用車のみ）における最終エネルギー消費（直接利用分） 

県内の運輸部門（乗用車のみ）における最終エネルギー消費（直接利用分）

は、平成２３年度現在で４８.５ＰＪ（福岡ドーム約０.７杯分の原油の熱量

に相当）となっており、これは全国の４.５％、九州･沖縄地方の３３.６％を

占めている。（表３３） 

運輸部門（乗用車のみ）における最終エネルギー消費（直接利用分）は、   

全国、九州･沖縄地方、県内ともに若干の増加傾向にある。（表３４） 

表表表表    ３３３３３３３３    運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）における最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 ３１.３ ３９.７ ４３.３ ４７.５ ４８.１ ４８.５ 

九州･沖縄地方 ９４.８ １１９.４ １３４.３ １４３.０ １３６.９ １４４.６ 

 福岡県の比率 33.1％ 33.3％ 32.3％ 33.2％ 35.1％ 33.6％ 

全国（合算値） ７２２.７ ９５７.３ ９８６.８ １,０９３.５ １,０４１.５ １,０７０.０ 

 福岡県の比率 4.3％ 4.2％ 4.4％ 4.3％ 4.6％ 4.5％ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ３４３４３４３４    運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）におけるにおけるにおけるにおける最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２））））        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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乗用車 全国 乗用車 九州・沖縄 乗用車 福岡県

貨物車 全国 貨物車 九州・沖縄 貨物車 福岡県

乗用車の燃費性能は向上しているものと見込まれるが、自動車の保有台数

は全国、九州･沖縄地方、県内ともに増加傾向（表３５，３６）にあり、これ

が運輸部門（乗用車のみ）の最終エネルギー消費（直接利用分）を増加させ

ている要因と推定される。 

表表表表    ３５３５３５３５    自動車保有台数自動車保有台数自動車保有台数自動車保有台数（（（（軽自動車を含む）の推移軽自動車を含む）の推移軽自動車を含む）の推移軽自動車を含む）の推移（１）（１）（１）（１）        

（単位：台） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

乗用車 1,359,881 2,097,514 2,394,960 2,425,485 

貨物車 831,684 706,661 599,349 592,812 

乗合車（バス） 10,225 9,963 9,933 9,964 

特種（殊）車 35,287 55,645 58,260 58,149 

二輪車（１２５cc 以上） 93,404 118,082 140,302 138,361 

合計 2,330,481 2,987,865 3,202,804 3,224,771 

九州･沖縄地方 

乗用車 3,969,881 6,314,159 7,334,564 7,435,866 

貨物車 2,906,742 2,577,808 2,230,907 2,204,445 

乗合車（バス） 32,161 32,493 32,270 32,321 

特種（殊）車 134,058 195,086 198,933 198,732 

二輪車（１２５cc 以上） 267,324 311,057 395,988 395,697 

合計 7,310,166 9,430,603 10,192,662 10,267,061 

全国 

乗用車 35,151,831 52,449,354 58,139,471 58,729,343 

貨物車 21,146,204 18,064,744 15,137,641 15,008,821 

乗合車（バス） 245,844 235,550 226,839 226,270 

特種（殊）車 1,213,569 1,754,311 1,646,018 1,645,449 

二輪車（１２５cc 以上） 2,741,402 3,021,014 3,510,804 3,502,701 

合計 60,498,850 75,524,973 78,660,773 79,112,584 

（出典）一般財団法人 自動車検査登録情報協会 統計データ から事務局で作成 

表表表表    ３６３６３６３６    自動車保有台数（軽自動車を含む）の推移自動車保有台数（軽自動車を含む）の推移自動車保有台数（軽自動車を含む）の推移自動車保有台数（軽自動車を含む）の推移（２）（２）（２）（２）        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）一般財団法人 自動車検査登録情報協会 統計データ から事務局で作成      
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また、運輸部門（乗用車のみ）における最終エネルギー消費（直接利用分）

を県内地域別にみると、福岡地域が５割弱を占めている。（表３７） 

表表表表    ３７３７３７３７    運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）運輸部門（乗用車のみ）におけるにおけるにおけるにおける福岡県内福岡県内福岡県内福岡県内地域別地域別地域別地域別    最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）最終エネルギー消費（直接利用分）    
＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞＜平成２２年度＞    

 平成２２年度※（単位：ＰＪ）  

福岡県  （４８.１）  

北九州地域 １２.５ ２６.１％ 

福岡地域 ２３.７ ４９.２％ 

筑後地域 ７.５ １５.６％ 

筑豊地域 ４.４ ９.１％ 

※１ 平成２２年度実績値は、出典調査の基礎となった資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー
消費統計」のデータが一部見直されていることから、合算値（県内合計値）に他の表と若干
の誤差がある。 

※２ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 
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(２) エネルギー供給の推移 

ア．エネルギー供給の概要 

県内の主要エネルギー源別最終エネルギー消費をみると、全国、九州･沖縄

地方と比較して、県内では「石炭」の利用率が高く、「石油」の利用率が低く

なっている。（表３８，３９） 

また、燃料利用の推移をみると、全国、九州･沖縄地方、県内ともに、「電

力」「天然ガス・都市ガス」の利用が増加傾向にある一方（表４０）、「石炭」

の利用は減少傾向にあり、また近年は「石油」の利用も減少傾向にある。（表

４１） 

表表表表    ３８３８３８３８    主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１）        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

石炭 １５８.９ １０５.２ ９８.６ ９３.７ 

石油 １４０.７ １７３.1 １４５.６ １４６.４ 

天然ガス・都市ガス ２８.８ ４６.１ ５２.６ ５２.８ 

再エネ・未活用エネ ０.０ ０.６ １.３ ２.７ 

電力 １０５.０ １３３.２ １３８.０ １３４.２ 

熱・蒸気 ２２.３ ２４.０ １３.０ １１.８ 

合計 ４５５.６ ４８２.３ ４４９.１ ４４１.６ 

九州・ 

沖縄地方 

石炭 ３２７.６ ２２９.７ ２３１.５ ２２８.９ 

石油 ５４２.３ ６３５.８ ５４８.６ ５５２.７ 

天然ガス・都市ガス ４９.１ ８４.４ １０９.３ １１１.０ 

再エネ・未活用エネ ０.０ ０.９ １.６ ３.３ 

電力 ２８７.０ ３７０.８ ４１０.８ ４０３.０ 

熱・蒸気 ５２.６ ６０.７ ３９.７ ３８.３ 

合計 １,２５８.６ １,３８２.３ １,３４１.５ １,３３７.２ 

全国 

（合算値） 

石炭 ２,０６４.５ １,４８７.４ １,４５１.８ １,４１６.９ 

石油 ５,０５９.７ ５,８４６.４ ５,０６０.６ ４,８７７.７ 

天然ガス・都市ガス ６４４.３ ９８１.３ １,３８３.６ １,４３５.４ 

再エネ・未活用エネ ０.０ １８.４ ５.７ １２.３ 

電力 ３,０９５.０ ３,７６３.６ ３,９３８.１ ３,７９２.４ 

熱・蒸気 ６２９.２ ７５１.３ ６４０.６ ６２６.８ 

合計 １１,４９２.８ １２,８４８.４ １２,４８０.４ １２,１６１.４ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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表表表表    ３９３９３９３９    主要エネルギー源別主要エネルギー源別主要エネルギー源別主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２（２（２（２）））） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ４０４０４０４０    「天然ガス・都市ガス」「電力」「天然ガス・都市ガス」「電力」「天然ガス・都市ガス」「電力」「天然ガス・都市ガス」「電力」のののの利用利用利用利用推移推移推移推移  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成       

表表表表    ４１４１４１４１    「石油」「石炭」の利用「石油」「石炭」の利用「石油」「石炭」の利用「石油」「石炭」の利用推移推移推移推移    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
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イ．産業部門におけるエネルギー供給 

産業部門における県内の主要エネルギー源別最終エネルギー消費をみると、

全国、九州･沖縄地方と比較して、「石炭」「天然ガス・都市ガス」の利用率が

高く、「石油」の利用率が低いことが分かる。（表４２，４３） 

表表表表    ４２４２４２４２    産業部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（産業部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（産業部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（産業部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１１１１））））        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

石炭 １５７.５ １０４.３ ９７.７ ９２.９ 

石油 ５０.５ ５８.９ ４０.２ ４２.８ 

天然ガス・都市ガス １３.７ ２０.３ １３.５ １２.５ 

再エネ・未活用エネ ０.０ ０.６ １.３ ２.７ 

電力 ５０.３ ５７.４ ４７.３ ４４.５ 

熱・蒸気 ２２.２ ２３.２ １２.４ １１.１ 

合計 ２９４.２ ２６４.８ ２１２.４ ２０６.４ 

九州・ 

沖縄地方 

石炭 ３２３.７ ２２７.０ ２２９.２ ２２６.７ 

石油 ２８９.８ ３１０.５ ２６２.９ ２６０.７ 

天然ガス・都市ガス １７.１ ２５.８ ２０.４ １９.３ 

再エネ・未活用エネ ０.０ ０.９ １.６ ３.３ 

電力 １４３.０ １６７.７ １７３.９ １６８.７ 

熱・蒸気 ５２.５ ５９.７ ３８.８ ３７.５ 

合計 ８２６.１ ７９１.６ ７２６.８ ７１６.３ 

全国 

（合算値） 

石炭 ２,０２６.５ １,４６１.６ １,４２９.９ １,３９５.３ 

石油 ２,７８１.２ ３,００２.１ ２,５０６.２ ２,３４９.０ 

天然ガス・都市ガス １６２.８ ２０７.５ ２９０.４ ３１２.２ 

再エネ・未活用エネ ０.０ １８.４ ５.７ １２.３ 

電力 １,７１１.０ １,８６５.０ １,７３６.５ １,６３３.６ 

熱・蒸気 ６２７.５ ７３０.４ ６１６.６ ６０２.７ 

合計 ７,３０９.０ ７,２８４.９ ６,５８５.２ ６,３０５.１ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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（福岡県）最終エネルギー消費に占める石炭比率 （兵庫県）最終エネルギー消費に占める石炭比率

（福岡県）産業部門の最終エネルギー消費に占める石炭比率 （兵庫県）県内産業部門の最終エネルギー消費に占める石炭比率

（福岡県）県内総生産・第２次産業に占める鉄鋼業の比率 （兵庫県）県内総生産・第２次産業に占める鉄鋼業の比率

表表表表    ４３４３４３４３    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（（（（２２２２））））    

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

産業部門における「石炭」の利用状況を解析すると、本県においては「石

炭」の大半が「鉄鋼・非鉄・窯業土石」において利用されていることが分か

る。 

また、本県と経済規模が類似し鉄鋼業が盛んな兵庫県※と比較すると、本

県・兵庫県の石炭利用率はほぼ同様の傾向にあることが分かる。（表４４） 

※兵庫県には(株)神戸製鋼所 神戸製鉄所、同社 加古川製鉄所が立地 

このことから、「石炭」の利用率が高い要因は、鉄鋼業における利用が多い

ためと推定される。 
 
 
表表表表    ４４４４４４４４    福岡県・兵庫県における石炭利用状況と鉄鋼業の生産額福岡県・兵庫県における石炭利用状況と鉄鋼業の生産額福岡県・兵庫県における石炭利用状況と鉄鋼業の生産額福岡県・兵庫県における石炭利用状況と鉄鋼業の生産額    

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」、内閣府「県民経済計算」から事務局で作成 

産業部門の最終エネルギー消費に占める
石炭の比率 

県内の最終エネルギー消費に占める 
石炭の比率 

第２次産業に係る県内総生産に占める
鉄鋼業の割合 
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産業部門における燃料利用の推移は表４５～表４７に示すとおりである。 

「天然ガス・都市ガス」については、全国的にその利用が増加傾向にある

が、九州･沖縄地方、県内の利用は若干の減少傾向にある。（表４８） 

県内では、従来から「鉄鋼・非鉄・窯業土石」において天然ガスが多く利

用されており、また一時は「化学・化繊・紙パ」においても天然ガスの利用

が増加していたが、近年、それらの利用が減少傾向にあるため、全国とは異

なる傾向になっているものと推定される。（表４９） 
 

表表表表    ４５４５４５４５    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における「石油」「石炭」「石油」「石炭」「石油」「石炭」「石油」「石炭」のののの利用推移利用推移利用推移利用推移    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
 
 

表表表表    ４６４６４６４６    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における「電力」「電力」「電力」「電力」のののの利用利用利用利用推移推移推移推移    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
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（天然ガス） 化学･化繊･紙パ （天然ガス） 鉄鋼･非鉄･窯業土石 （都市ガス）（その他天然ガス）

表表表表    ４７４７４７４７    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における「天然ガス・都市ガス」の「天然ガス・都市ガス」の「天然ガス・都市ガス」の「天然ガス・都市ガス」の利用推移（１）利用推移（１）利用推移（１）利用推移（１）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成        

表表表表    ４８４８４８４８    産業部門における産業部門における産業部門における産業部門における「天然ガス・都市ガス」の「天然ガス・都市ガス」の「天然ガス・都市ガス」の「天然ガス・都市ガス」の利用推移（２利用推移（２利用推移（２利用推移（２））））    

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     

表表表表    ４９４９４９４９    福岡福岡福岡福岡県内の県内の県内の県内の産業部門における「天然ガス・都市ガス」の利用推移（産業部門における「天然ガス・都市ガス」の利用推移（産業部門における「天然ガス・都市ガス」の利用推移（産業部門における「天然ガス・都市ガス」の利用推移（３３３３））））    

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成   

天然ガス・都市ガス 

天然ガス・都市ガス 

（天然ガス）（天然ガス）（天然ガス）（天然ガス）    
鉄鋼・非鉄・窯業土石鉄鋼・非鉄・窯業土石鉄鋼・非鉄・窯業土石鉄鋼・非鉄・窯業土石    

（天然ガス）（天然ガス）（天然ガス）（天然ガス）    
化学・化繊・紙パ化学・化繊・紙パ化学・化繊・紙パ化学・化繊・紙パ    

（（（（その他その他その他その他天然ガス）天然ガス）天然ガス）天然ガス）    

（都市ガス）（都市ガス）（都市ガス）（都市ガス）    

福岡県 

九州・ 

沖縄地方 



 

25/86 

ウ．業務部門におけるエネルギー供給 

業務部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費については、全

国、九州･沖縄地方、県内ともに大きな違いはない。（表５０，５１） 

また、燃料利用の推移をみると、「電力」「天然ガス・都市ガス」の利用が

増加傾向であるのに対し、近年、「石油」の利用が減少傾向にある。（表５２，   

５３） 

「電力」の利用増加については、空調・照明設備の増加、ＯＡ化の進展な

どに起因するものと推定される。 

また、「天然ガス・都市ガス」の利用増加については、「石油」からの燃料

転換によるものと推定される。 

表表表表    ５０５０５０５０    業務部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（業務部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（業務部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（業務部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１１１１））））        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

石炭 １.４ ０.９ ０.８ ０.８ 

石油 ３９.２ ４５.９ ３７.５ ３６.５ 

天然ガス・都市ガス ５.９ １５.１ ２８.６ ２９.９ 

電力 ３０.０ ４０.８ ４７.０ ４７.８ 

熱・蒸気 ０.１ ０.８ ０.７ ０.７ 

合計 ７６.５ １０３.４ １１４.５ １１５.７ 

九州・ 

沖縄地方 

石炭 ３.９ ２.７ ２.３ ２.２ 

石油 ９４.８ １１５.３ ９３.６ ９１.５ 

天然ガス・都市ガス １５.６ ３９.７ ７１.１ ７４.２ 

電力 ７２.４ １０２.０ １１３.６ １１５.２ 

熱・蒸気 ０.１ １.０ ０.８ ０.８ 

合計 １８６.８ ２６０.６ ２８１.３ ２８３.９ 

全国 

（合算値） 

石炭 ３８.０ ２５.８ ２２.０ ２１.６ 

石油 ９４４.２ １,１０３.８ ９０３.３ ８８４.２ 

天然ガス・都市ガス １５６.５ ３７６.５ ６８３.４ ７１３.３ 

電力 ７２１.１ ９７０.３ １,１０２.６ １,１１４.０ 

熱・蒸気 １.４ １９.７ ２２.８ ２２.８ 

合計 １,８６１.２ ２,４９６.１ ２,７３４.２ ２,７５５.９ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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表表表表    ５１５１５１５１    業務業務業務業務部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２（２（２（２））））    

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ５２５２５２５２    業務部門における業務部門における業務部門における業務部門における「石油」「「石油」「「石油」「「石油」「電力電力電力電力」の利用推移」の利用推移」の利用推移」の利用推移    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     

表表表表    ５３５３５３５３    業務部門における業務部門における業務部門における業務部門における「天然ガス・都市ガス「天然ガス・都市ガス「天然ガス・都市ガス「天然ガス・都市ガス」の利用」の利用」の利用」の利用推移推移推移推移    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
 

電力 

石油 

天然ガス・都市ガス 
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エ．家庭部門におけるエネルギー供給 

家庭部門における県内の主要エネルギー源別最終エネルギー消費をみると、

全国と比較して、「電力」の利用率が高い。（表５４，５５） 

また、燃料利用の推移をみると、「電力」の利用が増加傾向であるのに対し、

「天然ガス・都市ガス」の利用は横ばい傾向にあり、「石油」の利用は減少傾

向にある。（表５６） 

なお、「電力」の利用増加については、核家族化の進展による世帯数の増加

とあわせて、エアコンや電気カーペットなど家電製品の普及による生活水準

の向上に起因するものと推定される。 

表表表表    ５４５４５４５４    家家家家庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（１１１１））））        

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 

石油 １９.８ ２４.９ １９.８ １８.６ 

天然ガス・都市ガス ９.１ １０.７ １０.６ １０.４ 

電力 ２４.７ ３５.１ ４３.８ ４２.０ 

熱・蒸気 ０.０ ０.０ ０.０ ０.０ 

合計 ５３.６ ７０.７ ７４.２ ７１.０ 

九州・ 

沖縄地方 

石油 ６２.９ ７５.７ ５５.３ ５５.９ 

天然ガス・都市ガス １６.４ １８.９ １７.８ １７.５ 

電力 ７１.６ １０１.１ １２３.３ １１９.１ 

熱・蒸気 ０.０ ０.０ ０.０ ０.０ 

合計 １５０.９ １９５.７ １９６.５ １９２.４ 

全国 

（合算値） 

石油 ６１１.７ ７５３.８ ６０９.５ ５７４.５ 

天然ガス・都市ガス ３２５.０ ３９７.３ ４０９.８ ４０９.９ 

電力 ６６２.９ ９２８.３ １,０９８.９ １,０４４.８ 

熱・蒸気 ０.３ １.３ １.３ １.３ 

合計 １,５９９.９ ２,０８０.６ ２,１１９.５ ２,０３０.４ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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（平成（平成（平成（平成２２２２年度＝１）年度＝１）年度＝１）年度＝１）

全国 石油 九州・沖縄 石油 福岡県 石油
全国 電力 九州・沖縄 電力 福岡県 電力
全国 天然ガス・都市ガス 九州・沖縄 天然ガス・都市ガス 福岡県 天然ガス・都市ガス

表表表表    ５５５５５５５５    家庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移家庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移家庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移家庭部門における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）の推移（２（２（２（２）））） 

 

 

 

 

 

 

    

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 

表表表表    ５６５６５６５６    家庭家庭家庭家庭部門における「石油」「電力」部門における「石油」「電力」部門における「石油」「電力」部門における「石油」「電力」「天然ガス・都市ガス」「天然ガス・都市ガス」「天然ガス・都市ガス」「天然ガス・都市ガス」の利用推移の利用推移の利用推移の利用推移    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成   
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福岡県 九州・沖縄地方 全国（合算値）

石油 天然ガス・都市ガス 電力 熱・蒸気
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オ．運輸部門（乗用車のみ）におけるエネルギー供給 

運輸部門（乗用車のみ）における主要エネルギー源別最終エネルギー消費

は、「石油」の利用が１００％となっている。（表５７） 

運輸部門は、その燃料のほぼ１００％を石油に依存しており、エネルギー

需給構造の中で最も脆弱性が高いと言われている。 

表表表表    ５７５７５７５７    運輸部門運輸部門運輸部門運輸部門（乗用車のみ）（乗用車のみ）（乗用車のみ）（乗用車のみ）における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）における主要エネルギー源別最終エネルギー消費（直接利用分）
の推移の推移の推移の推移    

（単位：ＰＪ） 平成２年度 平成１２年度 平成２２年度 平成２３年度 

福岡県 
石油 ３１.３ ４３.３ ４８.１ ４８.５ 

合計 ３１.３ ４３.３ ４８.１ ４８.５ 

九州・ 

沖縄地方 

石油 ９４.８ １３４.３ １３６.９ １４４.６ 

合計 ９４.８ １３４.３ １３６.９ １４４.６ 

全国 

（合算値） 

石油 ７２２.７ ９８６.８ １,０４１.５ １,０７０.０ 

合計 ７２２.７ ９８６.８ １,０４１.５ １,０７０.０ 

※Ｐ（ペタ）は１０の１５乗（千兆）のこと。Ｊ（ジュール）はエネルギーの大きさを示す指標の一つ。 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成 
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九州電力(株) 苅田発電所
石炭（36万ｋＷ）
石油（37.5万ｋW）

九州電力(株)新小倉発電所
LNG（60万ｋＷ×3基）

戸畑共同火力(株)
LNG（25万ｋＷ，37.5万ｋW）

石炭（15.6万ｋW，11万ｋW，14.9万ｋW）

九州電力(株) 豊前発電所
石油（50万ｋW×2基）

（0.12万ｋW×3基）

大牟田リサイクル発電(株)
ＲＤＦ（2.06万ｋＷ）

(株)シグマパワー有明 三川発電所
石炭（4.75万ｋＷ）

九州電力(株)小呂島発電所
石油（290ｋＷ） 県内の総発電能力

４８２万１９９０ｋＷ

(株)シグマパワー有明 三池発電所
石炭（17.5万ｋＷ）

(３) 県内における火力発電等（大規模電源）の立地状況 

本県には、九州電力関連の発電設備合計（２,２８９.８万ｋＷ）の２割強に相当

する、計４８２万ｋＷ強の火力発電設備が立地している。（図１） 

これらに加え、北九州市響灘地区では複数の事業者において火力発電の事業化検

討が開始されており、その一部ではバイオマス燃料の混焼も予定されている。  

（表５８） 

また、北九州市響灘地区では、国内最大級のバイオマス燃料集配基地の建設計画

も明らかとなっている。（表５９） 

図図図図    １１１１    福岡県内の主な火力発電設備福岡県内の主な火力発電設備福岡県内の主な火力発電設備福岡県内の主な火力発電設備    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）電気事業便覧（平成２４年度版）等を基に事務局で作成   

 

表表表表    ５８５８５８５８    北九州市響灘地区における火力発電北九州市響灘地区における火力発電北九州市響灘地区における火力発電北九州市響灘地区における火力発電所所所所    建設建設建設建設計画計画計画計画    ＜平成２６年１２月末時点＞＜平成２６年１２月末時点＞＜平成２６年１２月末時点＞＜平成２６年１２月末時点＞    

事業者名 名称 出力 燃料 

オリックス(株) 未定 １１.２万ｋＷ 
石炭 

木質バイオマス※１ 

西部ガス(株) ひびき天然ガス発電所（仮称） 最大１６０万ｋＷ規模 天然ガス 

(株)響灘火力発電所 響灘火力発電所（仮称） １１.２万ｋＷ 
石炭・ 

木質ペレット※２ 

※１ 木質バイオマスの混焼率は５０％（重量ベース） 

※２ 木質ペレットの混焼率は３０％（熱量ベース，重量ベース）を目標 

（出典）北九州市公表資料等を基に事務局で作成 

表表表表    ５９５９５９５９    北九州市響灘地区におけるバイオマス燃料集配北九州市響灘地区におけるバイオマス燃料集配北九州市響灘地区におけるバイオマス燃料集配北九州市響灘地区におけるバイオマス燃料集配基地の計画基地の計画基地の計画基地の計画    

事業者名 最大取扱量 燃料 

エネルギー資源開発(株) 約２００万トン／年 未利用木材・農作物残渣※ 

※ 未利用木材・農作物残渣は、北米、東南アジア等からの輸入を予定 

（出典）北九州市公表資料等を基に事務局で作成         
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(４) 分散型エネルギーシステムの普及状況 

ア．再生可能エネルギーの普及状況 

平成２４年７月に開始された再生可能エネルギー固定価格買取制度により、

全国で再生可能エネルギー発電設備の導入が急速に進みつつある。 

福岡県では、全国初の「再生可能エネルギー導入支援システム」（図２）に

より日照時間や風況などの情報提供を行うほか、中間報告（平成２５年１２

月３日）に基づき創設した「福岡県エネルギー対策特別融資制度」により中

小企業者等における設備導入に対する融資を行うなど、事業者の取組みに対

し積極的な支援を行っている。 

これらの取組みの成果もあり、福岡県は、固定価格買取制度に基づく再生

可能エネルギー発電設備の新規導入容量（平成２６年１１月末時点）が全国

第一位となるなど、再生可能エネルギー先進県の一つとなっている。（表６０） 

表表表表    ６０６０６０６０    再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づき新規導入された発電設備の容量再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づき新規導入された発電設備の容量再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づき新規導入された発電設備の容量再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づき新規導入された発電設備の容量    
＜平成２６年＜平成２６年＜平成２６年＜平成２６年１１１１１１１１月末時点＞月末時点＞月末時点＞月末時点＞    

 都道府県名 導入設備容量 

１位 福岡県 798,565 ｋＷ 

２位 茨城県 744,584 ｋＷ 

３位 愛知県 731,700 ｋＷ 

４位 兵庫県 681,147 ｋＷ 

５位 千葉県 652,267 ｋＷ 

（全国合計）    （14,931,240 ｋＷ） 

※バイオマス比率を考慮した数値 

（出典）資源エネルギー庁公表データから事務局で作成  

 

 

 

 

 

 

 

福岡県エネルギー対策特別融資制度（平成２６年度）の概要 

融資対象者 ：県内に事業所を有する中小企業者 

融資対象設備 ：①省エネルギー設備（エネルギー効率の高い製造設備を含む） 
②再生可能エネルギー設備（売電目的を含む） 
③コジェネ、高効率照明、エネルギーマネジメントシステム、  
蓄電池 等 

融資限度額  ：再生可能エネルギー設備 ２億円 
その他設備       １億円 

融資期間 ：再生可能エネルギー設備 １５年以内 
その他設備      １０年以内 

融資利率 ：融資期間１０年以内     年１.２％ 
融資期間１０年超    年１.４％ 

保証料率 ：年０.２５～１.６２％  
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新エネ大賞

新エネルギー財団会長賞
全国初「再生可能エネルギー
導入支援システム」の構築

図図図図    ２２２２    再生可能エネルギー導入支援システムの概要再生可能エネルギー導入支援システムの概要再生可能エネルギー導入支援システムの概要再生可能エネルギー導入支援システムの概要  URL: http://www.f-energy.jp/search/ 

     

 

 

  （ポイント２） マップから簡単検索 

○地図の拡大・縮小、スクロールも簡単 

○鮮明な航空写真の表示も可能 

（ポイント４） 太陽光発電による年間発電量を

簡易計算 

○太陽光パネルの向き、設置角度、設置容

量を入力するだけで、年間発電量を試算 

（ポイント３） 希望条件から簡単検索 

○日照時間や風況などの希望条件を入

力するだけで、簡単に適地を検索 

③年間発電量を 

表示 

②条件を入力 

①メッシュを選択 

メイン画面 

太陽光発電年間発電量簡易計算 画面 

多様なデータを 

ワンストップで確認 

検索条件を 

簡単に設定可能 

調べたいメッシュを 

地図から選択可能 

（ポイント１） 詳細なデータを提供 

○日照時間や風況など、再エネ導入に役立つ  

多様な情報を２５０ｍメッシュ単位で確認可能 
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1,250,000

1,500,000

平成

22年度

平成

28年度

平成

32年度

（単
位

ｋ
W
）

導入目標値

導入実績値
（平成２６年１1月末推計）

（平成２５年度末実績）

（平成２４年度末実績）

（平成２３年度末実績）

（平成２２年度末実績）

（平成３２年度導入目標）

（平成２８年度導入目標）

固定価格買取制度の開始以前に導入された発電設備も含めた、県内におけ

る再生可能エネルギー発電設備の累積導入容量は１１７万ｋＷ弱（平成２６

年１１月末時点）で、当該発電設備による年間発電量は約１８.３億ｋＷｈ（一

般家庭５０.９万世帯分に相当）と推計される。（表６１） 

この年間発電量は、平成２３年度時点の県内電力消費量（１３４.２ＰＪ，

３７２.８億ｋＷｈ）の約４.９％となっている。 

表表表表    ６１６１６１６１    福岡県内における再生可能エネルギー発電設備の累積導入容量（推計値）福岡県内における再生可能エネルギー発電設備の累積導入容量（推計値）福岡県内における再生可能エネルギー発電設備の累積導入容量（推計値）福岡県内における再生可能エネルギー発電設備の累積導入容量（推計値）    
＜平成２６年＜平成２６年＜平成２６年＜平成２６年１１１１１１１１月末月末月末月末時点＞時点＞時点＞時点＞    

種類 累積導入容量 設備利用率 年間発電量＊ 

太陽光発電 
（住宅用） 約  ３３２,８００ ｋＷ １２％ 約  ３５０ 百万ｋＷｈ 

（非住宅用） 約  ６８９,９００ ｋＷ １３％ 約  ７８６ 百万ｋＷｈ 

風力発電 約   ２０,３００ ｋＷ ２０％ 約   ３６ 百万ｋＷｈ 

水力発電 約   ２１,１００ ｋＷ ６０％ 約  １１１ 百万ｋＷｈ 

地熱発電          ０ ｋＷ       ０ 百万ｋＷｈ 

バイオマス発電（ごみ発電を含む） 約  １０５,３００ ｋＷ ５９.７％ 約  ５５１ 百万ｋＷｈ 

合計 約 １,１６９,４００ ｋＷ  約 １,８３３ 百万ｋＷｈ 

＊年間発電量（ｋＷｈ）＝導入量（ｋＷ）×３６５日×２４時間×設備利用率（一般的な発電効率） 

※バイオマス比率を考慮した数値 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）資源エネルギー庁公表データ、市町村アンケート等を基に、事務局で推計 

表表表表    ６２６２６２６２    福岡県における福岡県における福岡県における福岡県における再生可能エネルギー発電設備の導入再生可能エネルギー発電設備の導入再生可能エネルギー発電設備の導入再生可能エネルギー発電設備の導入目標目標目標目標・導入実績・導入実績・導入実績・導入実績    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）事務局作成         
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なお、経済産業省においては、平成２６年１２月１８日に「再生可能エネ

ルギーの最大限導入に向けた固定価格買取制度の運用見直し等について」を

公表し、新たな出力制御システムの下での再生可能エネルギーの最大導入や、

バランスのとれた再生可能エネルギー導入等に向けた対応方針を公表してい

る。（表６３） 

今後は、今回示された新ルールに基づき、再生可能エネルギーの更なる導

入拡大が図られる予定である。 

表表表表    ６３６３６３６３    「再生可能エネルギーの最大限導入に向けた固定価格買取制度の運用見直し等について」「再生可能エネルギーの最大限導入に向けた固定価格買取制度の運用見直し等について」「再生可能エネルギーの最大限導入に向けた固定価格買取制度の運用見直し等について」「再生可能エネルギーの最大限導入に向けた固定価格買取制度の運用見直し等について」
（経済産業省（経済産業省（経済産業省（経済産業省、、、、平成２６平成２６平成２６平成２６年１２月１８日公表）において示された年１２月１８日公表）において示された年１２月１８日公表）において示された年１２月１８日公表）において示された新たな対応方針新たな対応方針新たな対応方針新たな対応方針    

１． 

新たな出力

制御ルール 

①太陽光発電・風力発電に

対する出力制御の対象

範囲の拡大 

＜省令改正事項＞ 

○出力制御の対象範囲を５００ｋＷ未満に拡大。 

（従来は５００ｋＷ以上） 

②バイオマス発電に対する

出力制御ルールの明確

化 

  ＜省令改正事項＞ 

○一律に火力発電と同等の出力制御の対象となっているバイオ

マス発電について、出力制御の受容可能性を踏まえたきめ細

かい出力制御ルールに移行。 

①地域バイオマス発電 

・②③の出力制御を先行して実施することが前提 

・出力制御が困難な場合は、出力制御の対象外 

②バイオマス専焼発電（①を除く） 

・③の出力制御を先行して実施することが前提 

③化石燃料混焼発電（①を除く） 

・火力発電と同等の扱い 

③「３０日ルール」の時間制

への移行 

  ＜省令改正事項＞ 

○現在、１日単位での制御を前提として、年間３０日まで行える無

補償の出力制御について、時間単位での制御に移行。 

○太陽光発電については年３６０時間まで、風力発電については

年７２０時間まで出力制御を行えるよう制度を見直し。 

④遠隔出力制御システムの

導入義務付け 

  ＜省令改正事項＞ 

○遠隔制御用のパワーコンディショナー等の開発を進め、出力制

御の対象となる事業者に対し、その導入を義務付ける。 

⑤指定電気事業者制度の

活用による接続拡大 

○指定電気事業者制度を活用し、接続申込量が接続可能量を上

回った場合には、３０日を超えて無補償の出力制御を受ける可

能性があることを前提に接続することを可能とする。 

○住宅用太陽光発電（１０ｋＷ未満）については、指定電気事業者

制度の下においても、非住宅用太陽光発電（１０ｋＷ以上）を先

に出力制御を行うなど優先的な取扱いを行う。 

２． 

バランスのとれた再生可能エネルギー導入

に向けた対応 

○太陽光発電が先行して導入されている状況に鑑み、太陽光以

外の電源について以下の対応を行う。 

①地熱発電・水力発電 

・出力制御の対象とせず、原則受け入れ。 

②バイオマス発電 

・新たな出力制御ルールに移行し、接続する。 

③風力発電 

・接続可能量に至るまでは、接続を行う。 

・接続可能量を超過することが見込まれる場合には、指

定電気事業者制度の活用を検討する。 

※１． １-①、１-②、１-③、１-④については、省令施行後の申込みに対して適用。 
※２． ※１にかかわらず、１-④、１-⑤については、接続可能量の上限を超過した後の申込に対する回答

を行うこととなる案件について、指定電気事業者制度の下、改正後のルールを適用。 

（出典）資源エネルギー庁公表資料から事務局で作成 



 

イ．コジェネの普及状況

コジェネは、総合エネルギー効率が高い省エネ・省ＣＯ

り、東日本大震災以降、①電力のピークカット効果、②電源セキュリティの

向上、③再生可能エネルギーの出力変動を補完し安定的な電力に調整する機

能（間欠性の補完）といった価値も顕在化している。（図３）

このような背景もあり、全国的には産業用・業務用コジェネの導入が増加

しているが、県内においては産業用の累積導入量が減少するなど、その導入

が停滞している。（表６４）

また、近年は、発電効率の高い燃料電池を活用したコジェネ等の開発も進

められており、その実用化・普及が期待されている。

家庭用燃料電池システムは「エネファーム」（図４）として平成２１年から

市販されており、全国で既に１０万台以上が販売（平成２６年９月２９日エ

ネファームパートナーズ発表）され、県内においても平成２５年度末までに

２,８１６台が販売されている。

図図図図    ３３３３    コジェネと従来型システムの比較コジェネと従来型システムの比較コジェネと従来型システムの比較コジェネと従来型システムの比較

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）
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イ．コジェネの普及状況 

コジェネは、総合エネルギー効率が高い省エネ・省ＣＯ２

り、東日本大震災以降、①電力のピークカット効果、②電源セキュリティの

向上、③再生可能エネルギーの出力変動を補完し安定的な電力に調整する機

能（間欠性の補完）といった価値も顕在化している。（図３）

このような背景もあり、全国的には産業用・業務用コジェネの導入が増加

しているが、県内においては産業用の累積導入量が減少するなど、その導入

が停滞している。（表６４） 

また、近年は、発電効率の高い燃料電池を活用したコジェネ等の開発も進

められており、その実用化・普及が期待されている。 

家庭用燃料電池システムは「エネファーム」（図４）として平成２１年から

市販されており、全国で既に１０万台以上が販売（平成２６年９月２９日エ

ネファームパートナーズ発表）され、県内においても平成２５年度末までに

８１６台が販売されている。（表６５） 

コジェネと従来型システムの比較コジェネと従来型システムの比較コジェネと従来型システムの比較コジェネと従来型システムの比較    

（出典）(一社) 日本ガス協会 清水精太副部長，第５回研究会講演資料

２なシステムであ

り、東日本大震災以降、①電力のピークカット効果、②電源セキュリティの

向上、③再生可能エネルギーの出力変動を補完し安定的な電力に調整する機

能（間欠性の補完）といった価値も顕在化している。（図３） 

このような背景もあり、全国的には産業用・業務用コジェネの導入が増加

しているが、県内においては産業用の累積導入量が減少するなど、その導入

また、近年は、発電効率の高い燃料電池を活用したコジェネ等の開発も進

家庭用燃料電池システムは「エネファーム」（図４）として平成２１年から

市販されており、全国で既に１０万台以上が販売（平成２６年９月２９日エ

ネファームパートナーズ発表）され、県内においても平成２５年度末までに   

    

回研究会講演資料       
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表表表表    ６４６４６４６４    産業用・業務用コジェネの累積導入実績産業用・業務用コジェネの累積導入実績産業用・業務用コジェネの累積導入実績産業用・業務用コジェネの累積導入実績     

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

 （出典） （一財）コージェネレーション・エネルギー高度利用センター資料 

 

 

 

 

 

福岡県 全国 

累積 

（平成２５年度末） 
前年度比 

累積 

（平成２５年度末） 
前年度比 

産業用 

ガスタービン 
１０台 

２１,１７１ ｋＷ 
－ 

７７７台 
３,７２６,７３４ ｋＷ 

－４台 
－１２,４９５ ｋＷ 

ガスエンジン 
３７台 

３６,０４９ ｋＷ 
＋３台 

＋４５０ ｋＷ 
１,４９４台 

１,８１３,５８７ ｋＷ 
＋１２６台 

＋９２,５７７ ｋＷ 

ディーゼル 
エンジン 

１０８台 
１０３,６３５ ｋＷ 

－９台 
－８,９７６ ｋＷ 

２,０６６台 
２,１２２,８１５ ｋＷ 

－７０台 
－４８,１７４ ｋＷ 

蒸気タービン － － 
２１台 

３０４,１８５ ｋＷ 
＋５台 

＋１６３,５６０ ｋＷ 

燃料電池 － － 
２７台 

５,０５６ ｋＷ 
＋２台 

＋１０１ ｋＷ 

合計 
１５５台 

１６０,８５５ ｋＷ 
－６台 

－８,５２６ ｋＷ 
４,３８５台 

７,９７２,３７７ ｋＷ 
＋５９台 

＋１９５,５６９ ｋＷ 

業務用 

ガスタービン 
２５台 

１２,８４３ ｋＷ 
－１台 

－２８ ｋＷ 
５００台 

４８９,３１９ ｋＷ 
－８台 

－２４６ ｋＷ 

ガスエンジン 
２６０台 

２２,２６２ ｋＷ 
＋３４台 

＋８１７ ｋＷ 
８,２１６台 

９２５,３２７ ｋＷ 
＋６４８台 

＋３１,７０９ ｋＷ 

ディーゼル 
エンジン 

８８台 
２４,２１３ ｋＷ 

－２台 
－２００ ｋＷ 

１,９３２台 
６４６,１７９ ｋＷ 

－４８台 
－１５,３０５ ｋＷ 

蒸気タービン － － 
３台 

７７０ ｋＷ 
＋１台 

＋１５０ ｋＷ 

燃料電池 
３台 

４００ ｋＷ 
＋１台 

＋１００ ｋＷ 
５７台 

８,２１８ ｋＷ 
＋１台 

＋１００ ｋＷ 

合計 
３７６台 

５９,７１８ ｋＷ 
＋３２台 

＋６８９ ｋＷ 
１０,７０８台 

２,０６９,８１３ ｋＷ 
＋５９４台 

＋１６,４０８ ｋＷ 

合計 

ガスタービン 
３５台 

３４,０１４ ｋＷ 
―１台 

－２８ ｋＷ 
１,２７７台 

４,２１６,０５３ ｋＷ 
－１２台 

－１２,７４１ ｋＷ 

ガスエンジン 
２９７台 

５８,３１１ ｋＷ 
＋３７台 

＋１,２６７ ｋＷ 
９,７１０台 

２,７３８,９１３ ｋＷ 
＋７７４台 

＋１２４,２８６ ｋＷ 

ディーゼル 
エンジン 

１９６台 
１２７,８４８ ｋＷ 

－１１台 
－９,１７６ ｋＷ 

３,９９８台 
２,７６８,９９４ ｋＷ 

－１１８台 
－６３,４７９ ｋＷ 

蒸気タービン － － 
２４台 

３０４,９５５ ｋＷ 
＋６台 

＋１６３,７１０ ｋＷ 

燃料電池 
３台 

４００ ｋＷ 
＋１台 

＋１００ ｋＷ 
８４台 

１３,２７４ ｋＷ 
＋３台 

＋２０１ ｋＷ 

合計 
５３１台 

２２０,５７３ｋＷ 
＋２６台 

－７,８３７ ｋＷ 
１５,０９３台 

１０,０４２,１８９ ｋＷ 
＋６５３ 台 

＋２１１,９７７ ｋＷ 
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図図図図    ４４４４    家庭用燃料電池システム「エネファーム」家庭用燃料電池システム「エネファーム」家庭用燃料電池システム「エネファーム」家庭用燃料電池システム「エネファーム」    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）（一社）燃料電池普及促進協会ホームページ                 
 

表表表表    ６５６５６５６５    民生用燃料電池（エネファーム）導入支援補助金交付決定台数民生用燃料電池（エネファーム）導入支援補助金交付決定台数民生用燃料電池（エネファーム）導入支援補助金交付決定台数民生用燃料電池（エネファーム）導入支援補助金交付決定台数    

 福岡県 （全国比） 全国 

平成２１年度補助金   ３７５台 （７.５％）  ５,０３０台 

平成２２年度補助金   ２１９台 （４.４％）  ４,９８５台 

平成２３年度補助金   ５３１台 （３.１％） １７,２４３台 

平成２４年度補助金   ４９１台 （３.８％） １３,０８６台 

緊急対策費補助金 

（平成２４年度予備費） 
 １,２００台 （３.３％） ３６,４４８台 

合計  ２,８１６台 （３.７％） ７６,７９２台 

※エネファームに係る国庫補助制度に基づき導入された台数 （燃料は天然ガス・ＬＰガス） 

（出典）（一社）燃料電池普及促進協会 公表データ  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．福岡県（地域）が目指すべき将来像 
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２．福岡県（地域）が目指すべき将来像 

(１) 福岡県が目指すべき方向性 

福岡県は、明治から昭和にかけて、県内の筑豊地域や大牟田地域において

当時の基幹エネルギーである石炭が盛んに産出され、我が国の近代化と経済

発展を支えてきた地域である。 

また、昭和３０年以降にかけて進行したエネルギー革命においては、県内

の石炭産業の衰退・崩壊を経験するなど、その影響を最も受けた地域の一つ

となっている。 

近年も、県内では産業部門における構造シフト（基礎素材型産業〔鉄鋼業，

窯業土石等〕→加工組立型産業〔自動車産業等〕）に伴い早い段階でエネルギー

消費が減少傾向に転じているほか、太陽光発電など再生可能エネルギーの普

及がいち早く進むなど、エネルギー需給構造の変化に敏感に反応する地域と

なっている。 

さらに、産学官が一体となり進められている水素エネルギー社会の実現に

向けた活動は、我が国のみならず世界からも高い評価を受けるなど、将来を

見据えた取組みにおいても福岡県はエネルギー先進地域の一つとして注目さ

れている。 

福岡県は、このようにエネルギー分野で注目されており、その取組みは  

我が国のエネルギー需給構造にも大きな影響を与える可能性を有している。 

このような背景も踏まえながら、環境にも配慮した、安定、安価なエネル

ギー需給構造を福岡県においていち早く実現するため、行政、事業者、県民、

大学・研究機関など各主体の積極的な参画・取組みにより、以下のような新

たなエネルギー社会を切り拓いていくことが必要である。 

① エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会 

② 環境にも配慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会  

③ 水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会 

また、新たなエネルギー社会に向けた取組みや技術革新により、省エネル

ギー、再生可能エネルギー、水素エネルギー分野などの関連産業に新たな市

場が生み出されつつある。 

新たなエネルギー関連産業は、我が国の経済成長を牽引する有望分野の一

つとしても期待されていることから、福岡県においては、新たな雇用創出、

地域振興を図る観点からも、その育成・集積を進めていくことが必要である。 

④ 新たなエネルギー関連産業の育成・集積による地域振興・雇用創出 
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(２) エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会の実現に向けて 

エネルギーは国民生活や経済活動の基盤となるものであり、現代社会にお

いては低廉なエネルギーが安定的に供給され続けることが、社会が機能する

上での大前提となっている。 

一方で、直近では原油などの価格が大幅に下落しているが、新興国におけ

るエネルギー需要の拡大等を背景に燃料価格は不安定性を増している。 

平成２６年時点（速報値）における鉱物性燃料（石油，天然ガス等）の輸

入額は、原子力発電の稼働停止などの影響もあり、２７.７兆円（全輸入額の

３２.２％）に達しており、我が国の貿易赤字（１２.８兆円）を押し上げる

要因の一つとなっている。 

エネルギー使用の合理化は、一刻も早く手を付けるべき国家的課題である

とともに、地域においても生産コストの低減や産業競争力の強化の観点から

最優先で取り組むべき課題である。 

このような観点を踏まえ、福岡県においては「エネルギーを無駄なく最大

限効率的に利用する社会」を目指した取組みを進めるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会の実現に向けた課題 

（詳細は４８～５１ページ）  ※提言は６７～６９ページ 

＜エネルギーの効率的利用を促進するための＜エネルギーの効率的利用を促進するための＜エネルギーの効率的利用を促進するための＜エネルギーの効率的利用を促進するための基盤構築に向けた基盤構築に向けた基盤構築に向けた基盤構築に向けた課題＞課題＞課題＞課題＞    

① 省エネルギーに関する意識向上 

② 省エネルギーに関する情報発信の強化 

③ 省エネルギーの鍵となる人材育成の強化 

＜事業者における省エネルギー＜事業者における省エネルギー＜事業者における省エネルギー＜事業者における省エネルギー対策対策対策対策の促進に向けた課題＞の促進に向けた課題＞の促進に向けた課題＞の促進に向けた課題＞    

④ 産業部門における省エネルギー対策の更なる促進 

⑤ 業務部門における省エネルギー対策の更なる促進 

⑥ 自治体など公的機関における省エネルギー設備の率先導入と、省エネ効

果・経済的メリットの実証 

＜エネルギーを効率的に利用する新たな社会システムの実現に向けた課題＞＜エネルギーを効率的に利用する新たな社会システムの実現に向けた課題＞＜エネルギーを効率的に利用する新たな社会システムの実現に向けた課題＞＜エネルギーを効率的に利用する新たな社会システムの実現に向けた課題＞    

⑦ ＩＴ技術を活用したエネルギーの効率的利用の促進（スマートグリッドの

構築） 

⑧ 事業者間連携など省エネルギーに関する新たな取組みの促進 
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＜参考＞ 福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果 

福岡県地域エネルギー政策研究会 事務局 が実施した調査によると、省エネルギー設

備の導入を最大限進めることにより、平成４２（2030）年度の最終エネルギー消費（直

接利用分）を、平成２２（2010）年度と比較して、経済再生ケース（平均成長率が実質

２％程度、名目３％程度）で同程度、参考ケース（平均成長率が実質１％程度、名目２％

程度）で１割程度減少させることが可能との推計が得られている。（表６６） 

また、業務部門については、最終エネルギー消費（直接利用分）が顕著な増加傾向で

推移すると見込まれることから、省エネルギー対策の強化が特に必要とされている。 

（表６７） 

表表表表    ６６６６６６６６    福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果（１）（１）（１）（１）    

 

 

 

 

 

 

 

※趨勢延長とは、エネルギー消費原単位を過去からの趨勢で延長したもの 

※平成２２（2010）年度の最終エネルギー消費量については、出典元の基礎データとして利用

した資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」が出典元調査終了後に一部見直さ

れているため、他のデータと若干の誤差がある。 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 

表表表表    ６７６７６７６７    福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果（２）福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果（２）福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果（２）福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測結果（２）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 
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表表表表    ６８６８６８６８    福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測における活動水準福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測における活動水準福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測における活動水準福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測における活動水準等等等等    

 想定シナリオ 参考とした資料 

活
動
水
準 

参考ケース 
内外経済がより緩やかな成長経路を
たどる 

実質１％程度 
名目２％程度 

内閣府 
「中長期の経済財政に関する試算」 
（2014 年 1 月 20 日経済財政諮問会議提出） 

経済再生 

ケース 

世界経済が堅調に推移する下で、
日本経済再生に向けた 

①大胆な金融政策 
②機動的な財政政策 
③民間投資を喚起する成長戦略 

（日本再興戦略） 
の「三本の矢」の効果が着実に発現 

実質２％程度 
名目３％程度 

※2023 年度以

降は 2022 年

度の成長率

で一定 

人口 

福岡県の人口推移は下記のとおり見込んだ 
・平成２２年（２０１０年） ５,０７２千人 
・平成２７年（２０１５年） ５,０４６千人 
・平成３２年（２０２０年） ４,９６８千人 
・平成３７年（２０２５年） ４,８５６千人 
・平成４２年（２０３０年） ４,７１８千人 

国立社会保障・人口問題研究所 
「日本の地域別将来推計人口（都道府県・市
区町村）」 
（平成２５年３月推計） 

  （出典）福岡県内における将来のエネルギー需要に関する調査研究業務報告書（平成２６年３月） 

表表表表    ６９６９６９６９    福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測において、最大導入福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測において、最大導入福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測において、最大導入福岡県内における最終エネルギー消費（直接利用分）の将来予測において、最大導入
ケースで想定されている「実用段階にある最先端技術」ケースで想定されている「実用段階にある最先端技術」ケースで想定されている「実用段階にある最先端技術」ケースで想定されている「実用段階にある最先端技術」    

部門 技術大分類 導入シナリオ （資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」から抜粋） 

産業部門 

製鉄プロセス 電力需要設備（高効率酸素プラント等）、内部熱交換型蒸留塔、ナフサ接触

分解技術、高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術、未利用
分解留分高度利用技術、クリンカー製造省エネ設備、廃プラスチック利用技
術、チタン連続精錬技術、高効率ガラス溶融技術、高効率工業炉、産業用

ヒートポンプ等が、設備更新時に当該機器のうち最高効率のものに入れ替わ
ると想定。 

石油化学プロセス 

セメントプロセス 

非鉄金属プロセス 

ガラス製造プロセス 

高性能工業炉など業種横断的技術 

コジェネ、燃料電池、高効率給湯器 

（産業・業務） 

２０３０年断面の普及量では、コジェネが約１,６３０万ｋＷ（うち定置用燃料電池

が約５６０万ｋＷ）、ヒートポンプ給湯器が約５３０万ｋＷを想定。 

民生部門 

コジェネ、燃料電池、高効率給湯器 

（家庭） 

２０３０年断面の普及台数は、ヒートポンプ給湯器が約１,４３０万台、潜熱回収
型給湯器（都市ガス、ＬＰＧ、灯油）が約１,９３０万台、燃料電池を含むコジェネ
は合計で約２５０万台を想定。 

エネルギーマネジメントシステム（BEMS) 現行対策による導入の加速化傾向が今後も続くものと想定。 

省エネ住宅・ビル 

新築住宅・建築物の平成１１年基準適合率が今後とも向上することを想定。省

エネ性能が高い住宅・建築物の普及、老朽化した省エネ性能が低い住宅・建
築物の滅失及び老朽化した設備の更新による建築物の省エネ性能の向上を
考慮。 

業務用高効率空調 
業務用において高効率ヒートポンプ空調（セントラル・マルチ等）が更新時に
最大限導入されると想定。 

高効率照明 
ＬＥＤ照明・有機ＥＬ照明等の高効率照明が２０２０年までに照明全体の約  
１４％、２０３０年までに約６４％を占めると想定。 

省エネ型ディスプレイ 
ブラウン管から液晶、プラズマ、有機ELへの移行が進み２０３０年時点にはブ

ラウン管ディスプレイはなくなると想定。 

省エネ型ネットワークデバイス 
省エネ率４５％の機器が２０１５年以降急速に普及し、２０３０年には、全ての機

器が当該性能に入れ替わると想定。 

省エネ型情報機器 
省エネ率２０％のサーバー、省エネ率８０％のストレージが２０１５年以降急速
に普及し、２０３０年には、全ての機器が当該性能に入れ替わると想定。 

キャパシタ等 
２０２０年以降、全てのコピー機、オフィスプリンタ等に高効率キャパシタが内
蔵されると想定。 

高効率家電・業務機器 
冷蔵庫、家庭用エアコン、蛍光灯等の家電、業務機器につき、２０２０年まで
には新たに購入される製品の全てが現在の最高水準の効率を達成し、２０３０
年には更に２割効率改善を達成すると想定。 

   （出典）第１０回研究会 事務局説明資料 

  

                         以上のような技術／機器導入の想定により 

  
産業部門：エネルギー消費量を、2005年比で2020年に約２％削減、2030年に約３％削減 

業務部門：エネルギー原単位を、2005年比で2020年に１０％強、2030年に１５％強改善 

家庭部門：世帯当たりのエネルギー消費量を、2005年比で、2020年に約７％、2030年に約１３％改善 
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(３) 環境にも配慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会の実現に向けて 

エネルギーを取り巻く環境は、国内外の様々な要因を変数とする複雑な連

立方程式で成立している。エネルギーの将来を予測することは難しく、特定

の電源や燃料源に過度に依存した社会は、将来何かの弾みにより、エネルギー

コストの増大やエネルギー供給の不安定性を招く恐れがある。 

また、あらゆる面で優れたエネルギー源は存在しないことから、それぞれ

の強みや弱みを踏まえ、多様なエネルギー源を活用するエネルギー需給構造

を構築することにより、県民生活や経済活動の基盤となるエネルギーの安定

供給を図っていくことが不可欠である。 

特に、電力においては、供給安定性、コスト、環境適合性等をバランスよ

く実現可能な供給構造（ベストミックス）の構築が求められており、国にお

いては、国民生活や経済活動に大きな負担をかけることのないバランスの取

れた電源構成を追求するとし、原子力発電についても世界で最も厳しい水準

の規制基準に適合すると認められた場合にはその再稼働を進めるとしている。 

地域においても、原子力発電に向き合うとともに、天然ガスや石炭による

高効率な火力発電（以下「高効率火力発電」という。）の立地促進に加え、再

生可能エネルギー・コジェネなど環境にやさしい分散型電源の更なる導入を

促進することが必要とされている。 

このような観点を踏まえ、福岡県においては｢環境にも配慮したエネルギー

が安価かつ安定的に供給される社会｣を目指した取組みを進めるべきである。 

 
環境にも配慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会の実現に向けた課題 
（詳細は５２～６２ページ）  ※提言は７０～７６ページ 

＜安定、安価で環境にも配慮したエネルギー供給体制の構築に向けた課題＞＜安定、安価で環境にも配慮したエネルギー供給体制の構築に向けた課題＞＜安定、安価で環境にも配慮したエネルギー供給体制の構築に向けた課題＞＜安定、安価で環境にも配慮したエネルギー供給体制の構築に向けた課題＞    
① バランスのとれたエネルギー構成の実現 
② 安定的な電力供給の確保と電気料金の抑制 
③ 高効率で環境にも配慮した電源の普及促進 

＜高効率＜高効率＜高効率＜高効率火力発電火力発電火力発電火力発電の立地促進に向けた個別課題＞の立地促進に向けた個別課題＞の立地促進に向けた個別課題＞の立地促進に向けた個別課題＞    
④ 電力システム改革の動向 
⑤ 系統連系対策の強化 
⑥ 高効率火力発電による環境負荷の低減 
⑦ 高効率火力発電の立地検討に必要となる各種情報の発信 

＜分散型エネルギー＜分散型エネルギー＜分散型エネルギー＜分散型エネルギーシステムシステムシステムシステムの普及促進に向けた個別課題＞の普及促進に向けた個別課題＞の普及促進に向けた個別課題＞の普及促進に向けた個別課題＞    

○分散型エネルギー○分散型エネルギー○分散型エネルギー○分散型エネルギーシステムシステムシステムシステム普及促進のための基盤構築に向けた課題普及促進のための基盤構築に向けた課題普及促進のための基盤構築に向けた課題普及促進のための基盤構築に向けた課題    
⑧ 地域強靭化の視点も含めた分散型エネルギーシステムの位置付け強化 
⑨ 分散型エネルギーシステム導入に対する財政的支援の強化 
⑩ 分散型エネルギーシステムに係る各種情報の発信、相談体制の強化 

○再生可能エネルギーの普及促進に向けた個別課題○再生可能エネルギーの普及促進に向けた個別課題○再生可能エネルギーの普及促進に向けた個別課題○再生可能エネルギーの普及促進に向けた個別課題    
⑪ 再生可能エネルギーの出力不安定性への対応 
⑫ 再生可能エネルギーのコスト高の克服 
⑬ 再生可能エネルギーに係る立地制約の克服、導入分野・利用用途等の拡大 
⑭ 再生可能エネルギー余剰電力の大量貯蔵システムの確立 
⑮ 地域の特性に応じた多様な再生可能エネルギーの導入促進 
⑯ 再生可能エネルギーの立地を支援する情報発信の強化 

○○○○    コジェネの普及促進に向けた個別課題コジェネの普及促進に向けた個別課題コジェネの普及促進に向けた個別課題コジェネの普及促進に向けた個別課題    
⑰ コジェネで発電された電気の取引を円滑化する新たな仕組み作り 
⑱ コジェネの認知度向上 
⑲ 経済性・省エネ性の確保されたコジェネの導入促進 
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＜参考＞ 福岡県内における分散型エネルギーシステムの導入ポテンシャル 

①再生可能エネルギー①再生可能エネルギー①再生可能エネルギー①再生可能エネルギー    

平成２６年１１月末までに県内に導入された再生可能エネルギー発電設備による年

間発電量は約１８.３億ｋＷｈで、県内における電力消費量３７２.８億ｋＷｈ（平成

２３年度時点）の約４.９％に相当すると推計されている。（表７０） 

国においては、電力消費量に占める再生可能エネルギーの比率を、平成３２（2020）

年時点までに１３.５％、平成４２（2030）年時点までに２割以上とする水準を示して

いるが、県内においては水力発電・地熱発電の導入ポテンシャルが低く、その水準を

達成することは容易ではない。 

一方で、緑の分権改革推進会議 第４分科会が平成２３年３月に示した「再生可能エ

ネルギー資源等の賦存量等の調査についての統一的なガイドライン」によると、県内

における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは最大で８３３.８億ｋＷｈと推定

されており、太陽光発電に加え、洋上風力発電（浮体式・着床式）に大きなポテンシャ

ルを有しているとされている。（表７１） 

太陽光発電に加え、これら洋上風力発電、さらにはバイオマス発電などの導入によ

り、国の示した再生可能エネルギー導入水準を達成することも十分可能と考えられる

が、そのためには系統連系問題やコスト高の克服が不可欠である。 

表表表表    ７０７０７０７０    福岡県内における再生可能エネルギー発電設備による年間発電量（推計値）と国の福岡県内における再生可能エネルギー発電設備による年間発電量（推計値）と国の福岡県内における再生可能エネルギー発電設備による年間発電量（推計値）と国の福岡県内における再生可能エネルギー発電設備による年間発電量（推計値）と国の
示した再生可能エネルギーの導入水準示した再生可能エネルギーの導入水準示した再生可能エネルギーの導入水準示した再生可能エネルギーの導入水準    

（）内は電力消費に 
占める割合 

福岡県 国が示した再生可能エネルギーの導入水準 

年間発電量（推計値） 
<平成２６年１１月末現在> 

２０２０年目標 ２０３０年目標 

長期エネルギー需給 
見通し（再計算） 

２０３０年のエネルギー 
需給の姿 

太陽光発電 

住宅用 
（10ｋＷ未満） 

約 ３.５ 億ｋＷｈ 
（０.９％） ３０８ 億ｋＷｈ 

（２.９％） 
５７２ 億ｋＷｈ 

（５.６％） 非住宅用 
（10kW 以上） 

約 ７.９ 億ｋＷｈ 
（２.１％） 

風力発電 陸上 
約 ０.４ 億ｋＷｈ 

（０.１％） 
８８ 億ｋＷｈ 

（０.８％） 
１７６ 億ｋＷｈ 

（１.７％） 

水力発電 
約 １.１ 億ｋＷｈ 

（０.３％） 
８０５ 億ｋＷｈ 

（７.７％） 
１,０７３ 億ｋＷｈ 

（１０.５％） 

地熱発電 
     ０.０ 億ｋＷｈ 

（０.０％） 
３４ 億ｋＷｈ 

（０.３％） 
１０３ 億ｋＷｈ 

（１.０％） 

バイオマス発電 
（ごみ発電を含む） 

約 ５.５ 億ｋＷｈ 
（１.５％） 

１７９ 億ｋＷｈ 
（１.７％） 

２１７ 億ｋＷｈ 
（２.１％） 

合計 
約１８.３ 億ｋＷｈ 

（４.９％） 
１,４１４ 億ｋＷｈ 

（１３.５％） 
２,１４０ 億ｋＷｈ 

（２１.０％） 

県内・国内における 
電力消費量 

３７２.８ 億ｋＷｈ 
＜平成２３年度時点＞ 

１０,４６０ 億ｋＷｈ １０,２００ 億ｋＷｈ 

※バイオマス比率を考慮した数値 

※年間発電量（ｋＷｈ）＝導入量（ｋＷ）×３６５日×２４時間×設備利用率（一般的な発電効率） 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 
（出典）資源エネルギー庁公表資料、福岡県資料を基に事務局で作成 
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表表表表    ７１７１７１７１    福岡県内における再生可能エネルギー発電設備福岡県内における再生可能エネルギー発電設備福岡県内における再生可能エネルギー発電設備福岡県内における再生可能エネルギー発電設備の導入ポテンシャルの導入ポテンシャルの導入ポテンシャルの導入ポテンシャル    

大分類 小分類 シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３ 

太陽光発電 ２３.４ 億ｋＷｈ ３７.４ 億ｋＷｈ ４６.５ 億ｋＷｈ 

風力 
発電 

陸上 １.８ 億ｋＷｈ ８.２ 億ｋＷｈ １５.９ 億ｋＷｈ 

浮体式洋上 ０ 億ｋＷｈ ２０４.９ 億ｋＷｈ ５６７.８ 億ｋＷｈ 

着床式洋上 ０ 億ｋＷｈ ０ 億ｋＷｈ ２０２.３ 億ｋＷｈ 

中小水力発電 ０ 億ｋＷｈ ０.２ 億ｋＷｈ ０.８ 億ｋＷｈ 

地熱発電 ０ 億ｋＷｈ ０ 億ｋＷｈ ０.５ 億ｋＷｈ 

合計 ２５.２ 億ｋＷｈ ２５０.７ 億ｋＷｈ ８３３.８ 億ｋＷｈ 

 
大分類 小分類 シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３ 

太陽光発電 

現状技術を用いて 10kW 以上

のパネルを設置 
ただし、住宅系については、戸
建て住宅に 3kW、非戸建て住

宅に 10kW のパネルを設置 

現状技術を用いて、設置可能
なスペースに最大限パネルを
設置 

ただし、住宅系については、戸
建て住宅に 3kW、非戸建て住
宅に 10kW のパネルを設置 

屋根の建て替えがあり、太陽光
を最大限導入する建材一体型
の屋根設計が行われる 

風力 
発電 

陸上 風速７.５ｍ/ｓ以上 風速６.５ｍ/ｓ以上 風速５.５ｍ/ｓ以上 

浮体式洋上 風速８.５ｍ/ｓ以上 風速７.５ｍ/ｓ以上 風速６.５ｍ/ｓ以上 

着床式洋上 風速８.５ｍ/ｓ以上 風速７.５ｍ/ｓ以上 風速６.５ｍ/ｓ以上 

中小水力 
発電 

河川 建設単価 100 万円/ｋＷ未満 建設単価 150 万円/ｋＷ未満 建設単価 260 万円/ｋＷ未満 

上下水道 
給水人口又は処理人口が 
１０万人以上の施設に導入 

給水人口又は処理人口が 
５万人以上の施設に導入 

給水人口又は処理人口が 
３万人以上の施設に導入 

地熱発電 

53～120℃ 発電コスト 24 円/ｋＷｈ未満 発電コスト 36 円/ｋＷｈ未満 発電コスト 48 円/ｋＷｈ未満 

120～150℃ 発電コスト 24 円/ｋＷｈ未満 発電コスト 36 円/ｋＷｈ未満 発電コスト 48 円/ｋＷｈ未満 

150℃～ 発電コスト 12 円/ｋＷｈ未満 発電コスト 16 円/ｋＷｈ未満 発電コスト 20 円/ｋＷｈ未満 

（出典）緑の分権改革推進会議 第４分科会「再生可能エネルギー資源等の賦存量等の  

調査についての統一的なガイドライン」（平成２３年３月）を基に事務局で作成 

 

②コ②コ②コ②コジェネジェネジェネジェネ    

福岡県地域エネルギー政策研究会 事務局 が実施した調査によると、県内における

コジェネの導入ポテンシャルは平成４２（2030）年時点において、逆潮流なしの場合

で２４３.０万ｋＷ、逆潮流ありの場合で８３９.４万ｋＷと推定されている。（表７２） 

コジェネについては、県内における累積導入量が減少（表６４）するなど、その導

入が停滞しているが、総合エネルギー効率が高い省エネ・省ＣＯ２なシステムであるこ

とを踏まえ、その導入促進を図ることが必要とされている。 

表表表表    ７２７２７２７２    福岡県内における福岡県内における福岡県内における福岡県内におけるコジェネのコジェネのコジェネのコジェネの導入ポテンシャル導入ポテンシャル導入ポテンシャル導入ポテンシャル 

 
平成２５年度末
時点における 
累積導入容量 

平成４２（２０３０）年時点における導入ポテンシャル 
逆潮流なし 逆潮流あり 

設備容量 年間発電量 設備容量 年間発電量 

産業用 １６.１万ｋＷ １２３.２万ｋＷ  ５４.８億ｋＷｈ ３０９.３万ｋＷ １１４.０億ｋＷｈ 

業務用  ６.０万ｋＷ  ８９.６万ｋＷ  ３８.９億ｋＷｈ ３８８.５万ｋＷ １１１.０億ｋＷｈ 

家庭用  ０.２万ｋＷ  ３０.２万ｋＷ  １７.０億ｋＷｈ １４１.６万ｋＷ  ４２.４億ｋＷｈ 

合計 ２２.３万ｋＷ ２４３.０万ｋＷ １１０.７億ｋＷｈ ８３９.４万ｋＷ ２６７.３億ｋＷｈ 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

（出典）福岡県内における分散型エネルギーの普及可能性に関する調査研究業務（平成２６年度） 
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(４) 水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けて 

水素エネルギーは、石油・天然ガスなどの基幹エネルギーに加え、副生水

素・褐炭などの未利用エネルギー、再生可能エネルギーなど多様なエネルギー

源から製造可能であり、燃料電池と組み合わせることにより高効率なエネル

ギー利用が可能となることから、電気、熱と並び、将来の二次エネルギーの

中心的役割を担うことが期待されている。（図５） 

水素エネルギーは利用段階で二酸化炭素を排出しないことから、その製造

時にＣＣＳ（二酸化炭素回収・貯留技術）を組み合わせるか、あるいは再生

可能エネルギーを活用することによりトータルでの二酸化炭素の排出ゼロを

達成することも可能とされている。 

また、その過渡期において、化石燃料（石油，天然ガス等）から製造され

た水素エネルギー（供給過程で二酸化炭素を排出）を使用する場合でも、高

いエネルギー効率を有する燃料電池技術を活用すること等を通じて、エネル

ギー消費、環境負荷の低減に大きく貢献するとされている。 

水素エネルギーの利活用を日常生活や産業活動において拡大し、将来的に

二酸化炭素を排出しない方法で製造された水素（ＣＯ２フリーな水素）を利活

用する本格的な水素エネルギー社会が実現されれば、我が国のエネルギー需

給構造が抜本的に変革される可能性もある。 

福岡県では、平成１６年８月に設立した、水素エネルギー分野における世

界最大級の産学官連携組織である「福岡水素エネルギー戦略会議」を中核と

して、水素エネルギー社会の実現に向けた世界最先端の取組みを進めている。 

福岡水素エネルギー戦略会議の取組み「福岡水素戦略（Ｈｙ－Ｌｉｆｅプ

ロジェクト）」は、水素・燃料電池分野の政府政策交流会議である「国際水素

燃料電池パートナーシップ（ＩＰＨＥ）」から平成２２年５月に優秀リーダー

シップ賞を受賞するなど、世界的にも高い評価を受けている。 

また、最近も、地域を挙げて燃料電池自動車の普及に取り組むため、産学

官による「ふくおかＦＣＶクラブ」を設立するなど、他地域に先駆けた取組

みが進められている。 

このように先導的な取組みを進めてきた福岡県においては、引き続き、  

ＣＯ２フリーな水素を本格的に利活用する「水素エネルギー社会の実現」を目

指した取組みを進めるべきである。 
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図図図図    ５５５５    水素エネルギー利活用の意義水素エネルギー利活用の意義水素エネルギー利活用の意義水素エネルギー利活用の意義    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁燃料電池推進室 戸邉千広室長，第１１回研究会講演資料    

  

水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けた課題 

（詳細は６３～６５ページ）  ※提言は７７～７９ページ 

＜水素エネルギーの利活用拡大に＜水素エネルギーの利活用拡大に＜水素エネルギーの利活用拡大に＜水素エネルギーの利活用拡大に向けた課題向けた課題向けた課題向けた課題（短期的な（短期的な（短期的な（短期的な課題課題課題課題）＞）＞）＞）＞    

① 水素エネルギーに対する社会的受容性の向上 

② 水素ステーション・燃料電池自動車の一体的整備の促進 

③ 水素ステーションの早期整備に対する支援 

④ 水素利活用技術に係る技術面、コスト面、制度面等での課題克服 

⑤ 水素エネルギーの利用用途の拡大 

⑥ 燃料電池を用いた次世代発電システムの開発・普及 

＜本格的な水素エネルギー社会の実現＜本格的な水素エネルギー社会の実現＜本格的な水素エネルギー社会の実現＜本格的な水素エネルギー社会の実現に向けた課題に向けた課題に向けた課題に向けた課題（中長期的な（中長期的な（中長期的な（中長期的な課題課題課題課題）＞）＞）＞）＞    

⑦ ＣＯ２フリーな水素製造技術の確立 

⑧ 水素貯蔵・輸送インフラの整備 
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(５) 新たなエネルギー関連産業の育成・集積による地域振興・雇用創出に向けて 

新たなエネルギー産業研究会（経済産業省）の「中間とりまとめ」（平成  

２４年３月）によると、省エネルギー、再生可能エネルギー、水素エネルギー

など新たなエネルギー関連産業の世界市場規模は、2010 年段階で 30 兆円で

あったものが、2020 年に 86 兆円に達するとされている。 

新たなエネルギー関連産業の世界市場規模は、自動車産業の世界市場規模

（2010 年段階：123 兆円，2020 年段階：151 兆円）と比較しても相当な規模

へと拡大することから、我が国の成長を牽引する有望分野としても期待され

ている。（表７３） 

また、新たなエネルギー関連産業に必要とされる技術は、従来のエネルギー

供給事業者に固有のものではなく、ＩＴ技術をはじめ異業種で発展してきた

技術が多数を占めるとされており、多くの企業にとって絶好のビジネスチャ

ンスになると考えられる。 

また、特に水素エネルギーや風力発電などは裾野産業が広いことから、新

たな雇用創出、地域振興を図る観点からも大きなチャンスになると考えられ

る。 

このように、新たなエネルギー関連産業は企業・地域にとって有望な市場

分野であることを踏まえ、福岡県においても、産学官が連携して、その育成・

集積を進めるべきである。 

 

 

 

 

 

表表表表    ７３７３７３７３    新エネルギー産業と自動車産業の成長予測新エネルギー産業と自動車産業の成長予測新エネルギー産業と自動車産業の成長予測新エネルギー産業と自動車産業の成長予測（世界市場）（世界市場）（世界市場）（世界市場）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）新たなエネルギー産業研究会「中間とりまとめ」（平成２４年３月） 

新たなエネルギー関連産業の育成・集積による地域振興・雇用創出に向けた課題 

（詳細は６６ページ）  ※提言は８０ページ 

① 新たなエネルギー関連産業に必要とされる製品・技術に係る情報提供等 

② 需要家ニーズに応じた製品・技術、サービスの開発 

③ 海外展開の強化によるエネルギーを軸とした成長戦略の実現 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．地域におけるエネルギー政策の課題 
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３．地域におけるエネルギー政策の課題 

(１) エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会の実現に向けた課題 

ア．エネルギーの効率的利用を促進するための基盤構築に向けた課題 

① 省エネルギーに関する意識向上 

エネルギーの合理的利用こそが「真の省エネルギー」であり、まずは

待機時消費電力など無駄なエネルギー消費の削減に努めることが重要

である。 

家庭部門において省エネルギー意識とエネルギー消費の関係をみる

と、一般家庭と比較して、省エネルギーに頓着しない家庭（多消費世帯）

ではエネルギー消費が３割程度多く、逆に省エネルギーを意識する家庭

（省エネ世帯）ではエネルギー消費が２割程度少なくなっている。（表

７４） 

無駄なエネルギー消費の削減を図るためには、需要家側における省エ

ネルギー意識の向上を図ることが必要である。 

表表表表    ７４７４７４７４    省エネルギー意識とエネルギー消費省エネルギー意識とエネルギー消費省エネルギー意識とエネルギー消費省エネルギー意識とエネルギー消費    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）(株)住環境計画研究所 中上英俊会長，第３回研究会講演資料              

② 省エネルギーに関する情報発信の強化 

特に中小企業者等や業務部門、家庭部門においては、省エネルギーに

関する基礎的な知識が不足しているとの指摘がなされている。 

省エネルギーのノウハウや先進的なモデル事例に関する情報などは、

県民や事業者が省エネルギーの取組みを行うにあたって重要なデータ

となることから、これら情報発信の強化が必要である。 
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③ 省エネルギーの鍵となる人材育成の強化 

省エネルギーの鍵となるのは、人材の育成である。 

工場や事業場においてエネルギー管理を行う人材、エネルギー管理に

関する診断・助言を行う人材、消費者に創エネ・蓄エネ・省エネなどの

情報を伝えるコンシェルジュ（仲介者）など省エネルギーに関する専門

家の育成を図り、その層を厚くすることが必要である。 

イ．事業者における省エネルギー対策の促進に向けた課題 

④ 産業部門における省エネルギー対策の更なる促進 

産業部門における省エネルギーは、生産コストの低減、産業競争力の

強化に直結する重要な取組みであるが、中小企業者等においては省エネ

ルギーの取組みがまだまだ遅れているとの指摘もなされている。 

また、大企業においても、生産設備や省エネルギー設備の老朽化、補

修費の削減等により、エネルギー損失が増大しているとの指摘もなされ

ている。 

⑤ 業務部門における省エネルギー対策の更なる促進 

業務部門、特にテナントビルは省エネルギーの取組みが遅れていると

の指摘がなされている。 

業務部門においては、大企業を除き、一般的にエネルギー管理に関す

る基礎的な知識が不足している実態も踏まえ、まずはエネルギー使用合

理化の基本的な考え方を広く浸透させるとともに、ＥＳＣＯ事業者やソ

リューション事業者、ビル管理会社など外部専門機関の活用促進につい

て検討することが必要である。 

また、テナントビルなどにおいては、熱の出入りが大きい窓の二重

サッシ化・複層ガラス化、建築物の断熱化（断熱材の導入）などにより

高い省エネルギー効果が得られるとされており、これら建築物の省エネ

改修を促進する取組みも必要である。 

⑥ 自治体など公的機関における省エネルギー設備の率先導入と、省エネ

効果・経済的メリットの実証 

事業者における省エネルギー設備の導入を促進するためには、中立的

な機関において、その省エネ効果・経済的メリットを明らかにすること

が必要である。 

自治体などの公的機関においては、省エネルギー設備を率先して導入

し、省エネ効果・経済的メリットを実証するなど、所謂ショールーム的

な役割を果たしていくことが求められている。 
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ウ．エネルギーを効率的に利用する新たな社会システムの実現に向けた課題 

⑦ ＩＴ技術を活用したエネルギーの効率的利用の促進（スマートグリッ

ドの構築） 

再生可能エネルギーやコジェネなどの分散型エネルギーシステムを

用いつつ、ＩＴ技術や蓄電池を活用したエネルギーマネジメントシステ

ムを通じてエネルギー需給を総合的に管理・最適化する「スマートグ

リッド（次世代電力網）」に対する注目が集まっている。さらに、「スマー

トグリッド」を中核に、廃棄物処理、交通システムなどを含めた新しい

社会システム「スマートコミュニティ」の構築も模索されている。 

県内においても、経済産業省の支援の下、「北九州スマートコミュニ

ティ創造事業（次世代エネルギー・社会システム実証事業、図６）」や  

「みやまＨＥＭＳプロジェクト（大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業、  

図７）」など先導的な実証事業等が行われている。 

一方で、スマートグリッド・スマートコミュニティについては、「ビ

ジネスモデルを描くことが難しい」「事業者側の視点で事業が進められ

ており、ユーザー側のメリット・課題を明確にしていく必要がある」な

どの課題が指摘されている。 
    

    

図図図図    ６６６６    次世代エネルギー・社会システム実証事業の概要次世代エネルギー・社会システム実証事業の概要次世代エネルギー・社会システム実証事業の概要次世代エネルギー・社会システム実証事業の概要    

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第８回次世代エネルギー・社会システム協議会 資源エネルギー庁説明資料  

 

        



 

51/86 

図図図図    ７７７７    大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業の概要の概要の概要の概要    

 

 

 

 

 

 

 

（出典）福岡県記者発表資料        

⑧ 事業者間連携など省エネルギーに関する新たな取組みの促進 

電気・熱の事業者間での融通、エネルギーの面的利用を図ることによ

り、トータルでの省エネルギーを達成できるとの指摘もなされている。 

これら従来の視点にない新たな省エネルギーの取組みを、事業者、国、

自治体などが連携しながら、積極的に進めていくことが求められている。 

 

（電力利用データ） 
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(２) 環境にも配慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会の実現

に向けた課題 

ア．安定、安価で環境にも配慮したエネルギー供給体制の構築に向けた課題 

① バランスのとれたエネルギー構成の実現 

我が国は、ほとんどのエネルギー源を海外からの輸入に頼っており、

海外においてエネルギー供給上の問題が生じた場合に、自立的に資源を

確保することが難しいという抜本的な脆弱性を有している。加えて、新

興国のエネルギー需要の拡大等を背景に、燃料価格も不安定性を増して

いる。（表７５） 

米国におけるシェールガス・シェールオイルの開発進展に伴い、天然

ガスなどの燃料価格は落ち着くのではないかとの見通しもあり、また直

近では原油などのエネルギー価格が大幅に下落しているが、エネルギー

に関しては一筋縄ではいかないことが多く、将来何かの弾みにより燃料

価格が上昇する懸念もある。 

安定、安価なエネルギー供給体制を構築するためには、特定の電源や

燃料源に過度に依存しないバランスのとれた構成を実現していくこと

が不可欠である。 

表表表表    ７５７５７５７５    エネルギー価格の推移エネルギー価格の推移エネルギー価格の推移エネルギー価格の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）資源エネルギー庁 井上宏司次長，第２回研究会講演資料     
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② 安定的な電力供給の確保と電気料金の抑制 

九州電力管内では、東日本大震災以降、原子力発電が再稼働されない

状況が続いており、電力需要の多い夏・冬においては必要な予備力３％

を確保するために他電力会社から電力融通を受けるなど、厳しい電力需

給状況となっている。 

また、「電力供給の不安」や「電力コストの上昇」が事業者における

経営上の懸念事項となっており、電力供給の安定確保、電力コストの抑

制を早急に進めることが必要とされている。（表７６） 

表表表表    ７６７６７６７６    電力供給電力供給電力供給電力供給及び及び及び及び電気料金に関する九州企業への影響調査電気料金に関する九州企業への影響調査電気料金に関する九州企業への影響調査電気料金に関する九州企業への影響調査    

<<<<現在抱える経営上の懸念事項現在抱える経営上の懸念事項現在抱える経営上の懸念事項現在抱える経営上の懸念事項>>>>    

 懸念事項 回答率（全体） 

第１位第１位第１位第１位    電力コストの電力コストの電力コストの電力コストの上昇上昇上昇上昇    ５７．７５７．７５７．７５７．７％％％％    

第２位第２位第２位第２位    原油・原材料価格の高騰原油・原材料価格の高騰原油・原材料価格の高騰原油・原材料価格の高騰    ５６．１５６．１５６．１５６．１％％％％    

第３位 消費税率の引き上げ ５１．０％ 

第４位第４位第４位第４位    電力供給の不安電力供給の不安電力供給の不安電力供給の不安    ２３．０２３．０２３．０２３．０％％％％    

第５位 過度な円安 １４．２％ 

（出典）九州経済連合会 公表資料（平成２６年４月１５日）         

 

 

③ 高効率で環境にも配慮した電源の普及促進 

業務部門におけるＯＡ機器の急速な普及や、家庭部門における生活水

準の向上により、電力消費は増加傾向にある。（表７７） 

このため、県内の最終エネルギー消費（直接利用分）は若干の減少傾

向にあるが、発電ロスを加味した帰属最終エネルギー消費（電力・熱損

失配分後）は横ばい傾向となっている。（表７８） 

安定的な電力供給を確保しつつエネルギーの使用抑制を図るために

は、地球温暖化問題などの環境問題に配慮しながら高効率火力発電の立

地促進を図るとともに、再生可能エネルギー・コジェネなど分散型電源

の導入促進を図ることが不可欠である。 
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最終エネルギー消費（直接利用分） 帰属最終エネルギー消費（電力・熱損失配分後） 電力寄与損失

表表表表    ７７７７７７７７    電力消費の推移電力消費の推移電力消費の推移電力消費の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成   

表表表表    ７８７８７８７８    福岡県における帰属最終エネルギー消費（電力･熱損失配分後）の推移福岡県における帰属最終エネルギー消費（電力･熱損失配分後）の推移福岡県における帰属最終エネルギー消費（電力･熱損失配分後）の推移福岡県における帰属最終エネルギー消費（電力･熱損失配分後）の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 表７８のデータには、非エネルギー利用分が含まれていない。 

（出典）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」から事務局で作成     
 

        

家庭部門 

業務部門 

電力合計 

電力寄与損失 

帰属最終エネルギー 
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（直接利用分） 
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イ．高効率火力発電の立地促進に向けた個別課題 

④ 電力システム改革の動向 

我が国においては、現在、電力システム改革が進められている。（図

８） 

電力システム改革の目的は、①安定供給を確保しつつ、②電気料金の

上昇を最大限抑制し、かつ③需要者にとっての選択肢、供給者にとって

の事業機会の拡大を図っていくこととされている。 

また、その目的を実現するため、①広域系統運用の拡大、②発電と小

売の全面自由化、③送配電部門の中立化を図ることとされている。 

電力システム改革により、発電事業にも市場メカニズムが本格的に導

入されることとなるが、電力自由化を行った海外事例においては、投資

回収の確実性の低下のため火力発電等（大規模電源）の立地が進まず、

安定的な供給力の確保に苦労している例も見受けられる。 

さらに、電力システム改革の進展により、県内において県外・九州外

への電力供給を目的とした電源立地等が増加することも考えられる。こ

れら地域における安定的な電力需給の確保に寄与しない電源立地に関

して、その送電線の補強費用を誰が負担するかといったことも今後の課

題の一つとなると考えられる。 

電力システム改革にあたっては、地域における安定的な電力供給の確

保に加え、電力ユーザー（事業者、県民）や電源立地地域の利益が損な

われることのないよう、中長期的な視野に立った制度設計を行うことが

求められている。 

図図図図    ８８８８    電力システムに関する改革方針（平成２５年電力システムに関する改革方針（平成２５年電力システムに関する改革方針（平成２５年電力システムに関する改革方針（平成２５年４４４４月２日閣議決定）の全体像月２日閣議決定）の全体像月２日閣議決定）の全体像月２日閣議決定）の全体像    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）経済産業省資料 
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⑤ 系統連系対策の強化 

火力発電の立地にあたっては、各種インフラ（工業用水,送電線，燃

料調達拠点等）の確保が必要となるが、特にこれまで大規模電源が整備

されていない地域においては、送電線の能力(熱容量)不足が立地促進の

大きな阻害要因となる可能性がある。 

高効率火力発電の立地促進のためには、送電線の補強費用の負担方法

を含め、これら系統連系問題の解決を図ることが必要とされている。 

⑥ 高効率火力発電による環境負荷の低減 

高効率火力発電の立地にあたっては地球温暖化問題などの環境問題

への配慮が不可欠となっていることから、化石燃料の中で温室効果ガス

の排出が最も少ない天然ガスの活用促進に加え、最新鋭・先導的な発電

技術の活用を積極的に促すことが必要である。 

特に石炭火力発電は、供給安定性と経済性に優れる一方で、他の火力

発電等と比較して二酸化炭素排出量が多いことから、最新鋭・先導的な

発電技術の活用により環境負荷の低減と両立した形での利用が求めら

れている。（図９） 

また、県内には、九州大学炭素資源国際教育研究センター、電源開発

(株)若松研究所など石炭利用の先端研究開発拠点が集積していること

から、これら研究開発拠点との連携により、環境性と経済性を両立させ

た次世代石炭火力発電の開発・普及を図ることも必要とされている。 

図図図図    ９９９９    最新鋭の石炭火力発電とその環境性最新鋭の石炭火力発電とその環境性最新鋭の石炭火力発電とその環境性最新鋭の石炭火力発電とその環境性    

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁 井上宏司次長，第９回研究会講演資料 
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⑦ 高効率火力発電の立地検討に必要となる各種情報の発信 

高効率火力発電の立地検討にあたっては、各種インフラ（市町運営を

含む工業用水，送電線，燃料調達拠点等）の整備状況に加え、自治体独

自の環境規制や環境アセスメントの手続きなどが重要な判断材料とな

る。 

事業者による高効率火力発電の立地を促進するためには、これらイン

フラの整備状況や環境規制等に関する情報を積極的に発信することが

必要である。 
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ウ．分散型エネルギーシステムの普及促進に向けた個別課題 

（ア）分散型エネルギーシステム普及促進のための基盤構築に向けた課題 

⑧ 地域強靭化の視点も含めた分散型エネルギーシステムの位置付け強化 

分散型エネルギーシステムは、停電時・災害時にも利用可能な電源

であり、防災面からもその普及が期待されている。 

エネルギーの効率的利用の促進、エネルギー源の多様化・分散化に

加え、地域におけるエネルギー供給システムの強靭化の視点からも、

分散型エネルギーシステムの普及を促進する必要がある。 

⑨ 分散型エネルギーシステム導入に対する財政的支援の強化 

分散型エネルギーシステムについては初期費用が高額であり、投資

回収期間が長期に及ぶことも多く、その導入資金の調達が一つの課題

とされていることを踏まえ、これら導入に対する財政的支援を強化す

ることが必要である。 

⑩ 分散型エネルギーシステムに係る各種情報の発信、相談体制の強化 

分散型エネルギーシステムの導入促進のためには、環境規制などの

各種情報に加え、補助・融資制度など導入支援に関する情報を積極的

に発信することが必要である。 

また、分散型エネルギーシステムについては、その設置者がこれま

でエネルギーと直接の関係の薄い事業者・県民となることが多いこと

を踏まえ、これら設置者からの相談にも積極的に対応することが必要

である。 
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（イ）再生可能エネルギーの普及促進に向けた個別課題 

⑪ 再生可能エネルギーの出力不安定性への対応 

再生可能エネルギーは、環境にやさしい分散型エネルギーシステム

であるが、中間報告（平成２５年１２月３日）においても言及したと

おり、その大量導入と安定的な電力品質（電圧・周波数）の確保を両

立させるためには、表７９に示す様々な系統連系問題に適切に対応し

ていくことが必要である。 

再生可能エネルギー発電設備が急速に普及した九州本土においては、

平成２６年９月２４日に九州電力(株)が「再生可能エネルギー発電設

備の接続申込みに対する回答保留」を発表するなど、その課題が現実

のものとなっている。 

再生可能エネルギー発電設備の更なる導入拡大のため、これら系統

連系対策の強化が求められている。 

表表表表    ７９７９７９７９    再生可能エネルギーの大量導入時における系統連系問題再生可能エネルギーの大量導入時における系統連系問題再生可能エネルギーの大量導入時における系統連系問題再生可能エネルギーの大量導入時における系統連系問題    

課題 必要な対応策 

送配電線の熱容量不足 

※ 再生可能エネルギーの大量連系により、送配電

線の熱容量（送電能力）が不足する場合がある。 

・送配電線の増強 

太陽光発電等から系統側への逆潮流増加による配電系

統の電圧上昇 

※ 太陽光発電の設置箇所の消費電力を上回り電

力系統に電気が逆潮流する場合、配電系統の電

圧が上昇する。 

・電圧調整装置、変圧器の増設 

・設置箇所における電力消費 

急激な出力変動による周波数調整力の不足 

※ 電気は貯蔵することが難しいため、常に消費量

と発電量をバランスさせることが必要なため、常に

火力発電機などの発電量を調整し、消費量と発電

量をバランスさせている。 

本土に比べ発電量が小さい離島などにおいて

は、再生可能エネルギーの出力変動を調整する

力が弱く、急激な出力変動により電力品質に影響

が生じる可能性がある。 

・出力変動を調整するバックアップ

電源（火力・揚水等）、蓄電池の 

活用 

ベース供給力と再生可能エネルギーの合計発電量が、

電力需要を上回ることによる余剰電力の発生 

※ 電力需要の少ない時期に、ベース供給力（原子

力、地熱、水力、火力の最低出力）に太陽光・風

力の出力を加えた供給力が需要を上回り、余剰電

力が発生し、電力品質に影響が生じる可能性があ

る。 

・再生可能エネルギーの出力抑制 

・地域間連系線の活用 

・蓄電池、揚水発電の活用 

バンク逆潮流の制限 

※ 配電用変圧器（バンク）からの逆潮流の発生に

ついては、電力品質面や保安上の問題から制限

されていた。 

・技術基準等を改正済み 

（H25.5.31） 

・バンク逆潮流に対応した保護装

置の設置 

（出典）事務局作成資料 
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⑫ 再生可能エネルギーのコスト高の克服 

再生可能エネルギーによる発電コストは、現状では既存電源と比較

して割高である。（表８０） 

また、再生可能エネルギー固定価格買取制度においては、その高い

発電コストを再生可能エネルギー賦課金として電気利用者が負担する

こととされている。 

再生可能エネルギーの健全な普及のためには、その設備費・維持管

理費等の低コスト化を図るとともに、「再生可能エネルギー事業者の利

益」と「電力利用者の負担」との間でバランスがとれた調達価格・調

達期間を設定するなど、再生可能エネルギー固定価格買取制度の適切

な運用が必要である。 

表表表表    ８０８０８０８０    再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく調達価格・調達期間等再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく調達価格・調達期間等再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく調達価格・調達期間等再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく調達価格・調達期間等    

再生可能エネルギー発電設備の区分等 
調達価格 （ｋＷｈあたり、税抜） 

調達期間 
平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度 

太陽光発電  

１０ｋＷ 以上 ３２円 ３６円 ４０円 ２０年間 

１０ｋＷ 未満 ３７円（税込） ３８円（税込） ４２円（税込） 
１０年間 １０ｋＷ 未満 

（ダブル発電） 
３０円（税込） ３１円（税込） ３４円（税込） 

風力発電 

２０ｋＷ 以上 ２２円 ← ← 

２０年間 
２０ｋＷ 以上 
（洋上風力発電※１）  

３６円（新設）   

２０ｋＷ 未満 ５５円 ← ← 

水力発電 

１,０００ｋＷ 以上 
３０,０００ｋＷ 未満 

２４円 ← ← 

２０年間 ２００ｋＷ 以上 
１,０００ｋＷ 未満 

２９円 ← ← 

２００ｋＷ 未満 ３４円 ← ← 

既設導水路 
活用 

中小水力※２ 

１,０００ｋＷ 以上 
３０,０００ｋＷ 未満 

１４円（新設）   

２０年間 ２００ｋＷ 以上 
１,０００ｋＷ 未満 

２１円（新設）   

２００ｋＷ 未満 ２５円（新設）   

地熱発電 
１５,０００ｋＷ 以上 ２６円 ← ← 

１５年間 
１５,０００ｋＷ 未満 ４０円 ← ← 

バイオマス 
発電 

メタン発酵ガス化発電 ３９円 ← ← 

２０年間 

未利用木材燃焼発電 ３２円 ← ← 

一般木材等燃焼発電 ２４円 ← ← 

一般廃棄物・ 
その他のバイオマス 
燃焼発電 

１７円 ← ← 

リサイクル木材 
燃焼発電 

１３円 ← ← 

※１ 洋上風力発電とは、建設及び運転保守のいずれの場合にも船舶等によるアクセスを必要とするもの 

※２ 既設導水路活用中小水力とは、既に設置している導水路を活用して、電気設備と水圧鉄管を更新す
るもの 
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⑬ 再生可能エネルギーに係る立地制約の克服、導入分野・利用用途等の拡大 

陸上風力は、適地（風が強く、民家から離れている場所）の多くが、

自然公園法や農地法、森林法など立地規制の対象となっており、その

導入が進まない要因の一つとなっている。また、太陽光発電について

は、今後の更なる普及のため、未利用領域である水上や傾斜地、建物

の側面などへの設置を可能とすることが必要とされている。 

再生可能エネルギーの中長期的な自立化（支援制度に頼らない自立

的な市場の確立）を図るためには、これら立地制約の克服が必要とさ

れている。 

さらに、農業など異分野と連携した再生可能エネルギーの導入や、

再生可能エネルギーの熱利用（太陽熱、バイオマス熱、地中熱等）な

ど、その利用用途の拡大も必要である。 

⑭ 再生可能エネルギー余剰電力の大量貯蔵システムの確立 

太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー発電設備は、時間

や気象条件によって発電量が大きく変動することから、その導入が進

むにつれ、余剰電力が増大することが見込まれている。 

余剰電力を有効に活用するためには電力貯蔵システムの導入が不可

欠であり、現在、蓄電池を活用したシステムの研究開発・実証も進め

られているが、より大規模かつ長期間にわたって電力貯蔵が可能なシ

ステムとして水素エネルギーの活用が有望視されており、その実用化

が求められている。 

⑮ 地域の特性に応じた多様な再生可能エネルギーの導入促進 

再生可能エネルギー固定価格買取制度により太陽光発電の導入が急

速に進む一方で、相対的にコストの低い風力発電（陸上・洋上）や水

力発電、地熱発電、バイオマス発電については、環境アセスメント・

水利使用手続きなど建設検討に要するリードタイムが長いことから、

その普及が遅れている。 

多様な再生可能エネルギーの普及のためには、更なる規制・制度改

革に加え、その導入モデルとなる事例の構築などが求められている。 

⑯ 再生可能エネルギーの立地を支援する情報発信の強化 

再生可能エネルギーの導入検討にあたっては、日照時間や風況など

適地に関する基礎情報を把握することが必要となるが、これら基礎情

報については所在が分散しており、調査に時間を要することなどが課

題とされている。 

再生可能エネルギーの導入促進を図っていくためには、これらの情

報を円滑に提供する仕組み作りが必要とされている。 
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（ウ）コジェネの普及促進に向けた個別課題 

⑰ コジェネで発電された電気の取引を円滑化する新たな仕組み作り 

熱と電気を一体として活用することで高効率なエネルギー利用を実

現するコジェネは、再生可能エネルギーとの親和性※もあり、電力需

給ピークの緩和、電源構成の多様化・分散化、災害対応力の強化にも

資する重要な分散型エネルギーシステムである。 

※出力が不安定な再生可能エネルギーを、負荷追従性に優れるコジェ

ネで補完することにより、系統安定化に要するコストを低減できる可

能性も指摘されている。 

コジェネの更なる導入促進のためには、初期費用に対する財政的支

援等に加え、発電された電気の価値が適切に評価され、コジェネの余

剰電力取引が円滑化される仕組み作りが必要との指摘がなされている。 

また、大手ハウスメーカーを中心に、エネファーム（家庭用燃料電

池システム）、住宅用太陽光発電、蓄電池を組み合わせて導入するス

マートハウス（ダブル発電）等の取組みが進められているが、再生可

能エネルギー固定価格買取制度においては、住宅用太陽光発電を単体

で導入する場合に比べ、ダブル発電の調達価格が２割程度安価に設定

されており、その見直しを求める声もある。 

⑱ コジェネの認知度向上 

コジェネは、再生可能エネルギーに比べると認知度が圧倒的に低く、

導入メリットなどが十分に周知されていない。 

また、東日本大震災以降、関東・関西に比べ、九州においてはコジェ

ネの普及が進んでいないが、その理由として、災害対策に関する地域

の意識差に加え、熱需要に対する関心が九州では低いことなども指摘

されている。 

コジェネの普及促進のためには、まずはコジェネの認知度向上や導

入メリットの周知を図ることが必要である。 

⑲ 経済性・省エネ性の確保されたコジェネの導入促進  

コジェネの導入検討にあたって最も重要なことは、電気と燃料（天

然ガス等）の価格差や、電気と熱の需要バランスを考慮して、経済的

なメリットが生ずるか否かである。 

また、適切な熱需要が確保されなければ、コジェネを導入したとし

ても省エネルギーが進まず、逆にエネルギー消費が増大する可能性も

否定できない。 

コジェネの導入促進のためには、導入検討段階において、これら経

済性や省エネ性などを把握可能とする仕組みが求められている。 



 

(３) 水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けた課題

ア．水素エネルギーの利活用拡大に向けた課題（短期的な課題）

① 水素エネルギーに対する社会的受容性の向上

水素エネルギー社会は技術的にはスタート地点まで来ているが、その

社会を現実のものとしていくためには、水素エネルギーの社会的受容性

を向上させることが必要となる。

新たな技術が社会的に許容されるか否かは、その利便性と危険性の兼

ね合いによるとされていることから、まずは県民等が水素エネルギーを

身近に感じ、その利便性を体感するとともに、安全性（安全対策）等に

ついて理解する環境を整備することが必要である。

② 水素ステーション・燃料電池自動車の一体的整備の促進

運輸部門は、その燃料のほぼ全てを石油に依存しており、石油依存度

の低減が国家的な課題となっている。

燃料電池自動車は、電気自動車と並び、運輸部門の脱石油依存を図る

キーテクノロジーとされているが、その普及のためには燃料供給拠点と

なる水素ステーションの一体的整備が求められている。

図図図図    １０１０１０１０

 

 

 

 

③ 水素ステーションの早期整備に対する支援

「水素ステーションの整備」と「燃料電池自動車の普及」は両輪とな

るものであり、水素ステーションの整備が進まなければ、燃料電池自動

車の初期需要の創出も不可能となる。

水素ステーションについては、その初期投資もさることながら、顧客

となる燃料電池自動車が少ない普及初期において日々の運営費が大き

な負担となるとの指摘がなされており、公的機関における率先的な整備、

先行者が損をしない仕掛け作り（インセンティブの付与）などが求めら

れている。 
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水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けた課題

ア．水素エネルギーの利活用拡大に向けた課題（短期的な課題）

水素エネルギーに対する社会的受容性の向上 

水素エネルギー社会は技術的にはスタート地点まで来ているが、その

社会を現実のものとしていくためには、水素エネルギーの社会的受容性

を向上させることが必要となる。 

新たな技術が社会的に許容されるか否かは、その利便性と危険性の兼

ね合いによるとされていることから、まずは県民等が水素エネルギーを

身近に感じ、その利便性を体感するとともに、安全性（安全対策）等に

ついて理解する環境を整備することが必要である。 

テーション・燃料電池自動車の一体的整備の促進

運輸部門は、その燃料のほぼ全てを石油に依存しており、石油依存度

の低減が国家的な課題となっている。 

燃料電池自動車は、電気自動車と並び、運輸部門の脱石油依存を図る

キーテクノロジーとされているが、その普及のためには燃料供給拠点と

なる水素ステーションの一体的整備が求められている。

１０１０１０１０    福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）

水素ステーションの早期整備に対する支援 

「水素ステーションの整備」と「燃料電池自動車の普及」は両輪とな

るものであり、水素ステーションの整備が進まなければ、燃料電池自動

車の初期需要の創出も不可能となる。 

水素ステーションについては、その初期投資もさることながら、顧客

となる燃料電池自動車が少ない普及初期において日々の運営費が大き

な負担となるとの指摘がなされており、公的機関における率先的な整備、

先行者が損をしない仕掛け作り（インセンティブの付与）などが求めら

 

水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けた課題 

ア．水素エネルギーの利活用拡大に向けた課題（短期的な課題） 

水素エネルギー社会は技術的にはスタート地点まで来ているが、その

社会を現実のものとしていくためには、水素エネルギーの社会的受容性

新たな技術が社会的に許容されるか否かは、その利便性と危険性の兼

ね合いによるとされていることから、まずは県民等が水素エネルギーを

身近に感じ、その利便性を体感するとともに、安全性（安全対策）等に

テーション・燃料電池自動車の一体的整備の促進 

運輸部門は、その燃料のほぼ全てを石油に依存しており、石油依存度

燃料電池自動車は、電気自動車と並び、運輸部門の脱石油依存を図る

キーテクノロジーとされているが、その普及のためには燃料供給拠点と

なる水素ステーションの一体的整備が求められている。 

福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）福岡県ＦＣＶ公用車出発式（平成２７年２月１２日）    

「水素ステーションの整備」と「燃料電池自動車の普及」は両輪とな

るものであり、水素ステーションの整備が進まなければ、燃料電池自動

水素ステーションについては、その初期投資もさることながら、顧客

となる燃料電池自動車が少ない普及初期において日々の運営費が大き

な負担となるとの指摘がなされており、公的機関における率先的な整備、

先行者が損をしない仕掛け作り（インセンティブの付与）などが求めら
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④ 水素利活用技術に係る技術面、コスト面、制度面等での課題克服 

水素利活用技術については技術革新が進んできたものの、その本格的

な普及のためには、技術面、コスト面、制度面等で未だ多くの課題が残

されている。 

本格的な水素エネルギー社会の実現とは、これまでのエネルギー供給

体制を抜本的に変革する大きなチャレンジであり、産学官が連携し、継

続的な取組みを図っていくことが必要である。 

⑤ 水素エネルギーの利用用途の拡大  

水素利活用技術の適用可能性は幅広く、定置用燃料電池や燃料電池自

動車に加え、欧米では燃料電池フォークリフトの市場導入も加速してい

る。また将来的には、船舶や鉄道、航空機、バイクなど自動車以外の輸

送分野、ポータブル電源、業務用・産業用発電などの用途においても水

素エネルギーの利活用が期待されている。（図５） 

水素エネルギー社会の実現に向け、その利用用途の拡大を積極的に

図っていくことも必要である。 

⑥ 燃料電池を用いた次世代発電システムの開発・普及  

固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）、ガスタービン、蒸気タービンを

組み合わせたトリプルコンバインドサイクルシステムは、発電効率  

７０％以上を達成することも可能な次世代発電システムとして注目さ

れているが、その実用化・普及のためには耐久性の向上、低コスト化な

どの課題解決が必要とされている。（図１２） 

 

図図図図    １１１１１１１１    家庭用燃料電池（エネファーム）の普及・拡大家庭用燃料電池（エネファーム）の普及・拡大家庭用燃料電池（エネファーム）の普及・拡大家庭用燃料電池（エネファーム）の普及・拡大    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁燃料電池推進室 戸邉千広室長，第１１回研究会講演資料 
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図図図図    １１１１２２２２    固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）コンバインドシステムの製品イメージ固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）コンバインドシステムの製品イメージ固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）コンバインドシステムの製品イメージ固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）コンバインドシステムの製品イメージ    

 

 

 

 

 

 

 
（出典）三菱重工業(株) 小林由則室長，第５回研究会講演資料     

 

 

 

イ．本格的な水素エネルギー社会の実現に向けた課題（中長期的な課題） 

⑦ ＣＯ２フリーな水素製造技術の確立 

本格的な水素エネルギー社会の実現のためには、その製造時にＣＣＳ

（二酸化炭素回収・貯留技術）を組み合わせるか、又は再生可能エネル

ギーを活用することにより、ＣＯ２フリーな水素を低コストに大量製造

することが不可欠となる。 

特に再生可能エネルギーからの水素製造についてはエネルギー自給

率の向上にも資することから、技術面、コスト面等での課題も未だ多い

が、その開発・普及を図ることが必要とされている。 

⑧ 水素貯蔵・輸送インフラの整備 

本格的な水素エネルギー社会の実現のためには、ＣＯ２フリーな水素

製造とともに、その貯蔵・輸送のためのインフラ整備を図ることが不可

欠となる。 

水素インフラの整備が容易でないことは事実であるが、技術面、制度

面などの課題を克服し、将来的にはその整備を図ることが必要とされて

いる。 
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(４) 新たなエネルギー関連産業の育成・集積による地域振興・雇用創出に向けた課題 

① 新たなエネルギー関連産業に必要とされる製品・技術に係る情報提供等 

新たなエネルギー関連産業は、従来のエネルギー産業と関わりの少な

かった異業種の事業者にとっても大きなビジネスチャンスである。 

一方で、異業種の事業者にとって、自社の技術や製品が新たなエネル

ギー関連産業にどのように活用できるかを把握することは容易ではな

い。 

新たなエネルギー関連産業への異業種からの新規参入を促進するた

めには、まずは、どのような製品・技術が求められているか事業者が気

付く機会を提供することが必要である。 

② 需要家ニーズに応じた製品・技術、サービスの開発 

新たな製品・技術、サービスを普及させるためには、エンドユーザー

である需要家側のメリットを明確にすることが不可欠である。 

また、新たなエネルギー関連産業の育成・集積を図るためには、需要

家ニーズに応える製品・技術、サービスにより、持続的なビジネスモデ

ルを構築することが必要である。 

③ 海外展開の強化によるエネルギーを軸とした成長戦略の実現 

エネルギー需要が増大する新興国等において我が国が蓄積してきた

エネルギー技術やノウハウを展開することは、新たなエネルギー関連産

業の育成とともに、世界的なエネルギー需要の増大に伴う諸問題の緩和

にも貢献する重要な取組みである。 

地方においても、新たなエネルギー関連産業を育成するにあたっては、

日本のみならず、世界を視野に入れた取組みが求められている。 

(５) その他、地域のエネルギー政策に関する課題 

① 地方におけるエネルギー政策を更に充実させるための財源確保 

エネルギー政策は、従来は国の枠組みの中で行われてきたが、現場で

のきめ細やかなエネルギーの効率的利用の積み重ね、分散型エネルギー

システムの導入など、地域が果たす役割も大きくなっている。 

このような状況を踏まえ、自治体においても地域の実状に応じたエネ

ルギー政策の拡充が図られているが、これらの取組みを更に進めるため

には、地方における独自財源の確保・充実が必要とされている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．提言 

～福岡発、新たなエネルギー社会の実現に向けて～ 
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４．提言 ～福岡発、新たなエネルギー社会の実現に向けて～ 

(１) エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会の実現に向けた提言 

ア．エネルギーの効率的利用を促進するための基盤構築に向けた提言 

（事業者、県民、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言１－①】 

エネルギーの合理的利用こそが「真の省エネルギー」であり、まずは

待機時消費電力など無駄なエネルギー消費の削減に努めることが重要

であるが、そのためには需要家側（事業者、県民）における省エネルギー

意識の向上が必要である。 

国、自治体においては、ヘルスケア、アート、ライフスタイルなどの

まちづくり事業との連携も図りながら、省エネルギーの価値、重要性及

び必要性を各段階・各階層において教育することにより、需要家側にお

ける省エネルギー意識の向上を促すべきである。 

また、家庭における省エネルギーには主婦・主夫の役割が大きいこと

を踏まえ、その視点に立った取組みを重点的に検討すべきである。 

【提言１－②】 

特に民生部門（業務部門，家庭部門）や中小企業者等においては省エ

ネルギーに関する基礎的な知識が不足している実態も踏まえ、事業者、

国、自治体が連携しながら、省エネルギーのノウハウ、先進的なモデル

事例、最新の技術などに関する情報発信を強化すべきである。 

また、その際、個々の技術・設備ではなく、全体システムとしてエネ

ルギー（石油、天然ガス、電気、熱等）の効率的利用を最適化する視点

からの情報発信を心掛けるべきである。 

【提言１－③】 

省エネルギーの鍵となるのは、人材の育成である。 

国、自治体、省エネルギーセンターにおいては、「エネルギー診断を

適切に行う人材」「工場・事業場において適切なエネルギー管理を行う

人材」「消費者に創エネ・蓄エネ・省エネなどの情報を伝えるコンシェ

ルジュ（仲介者）」等の育成を強化するとともに、それら人材が活躍で

きる環境・体制を整備すべきである。 
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イ．事業者における省エネルギー対策の促進に向けた提言 

（事業者、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言１－④】  

産業部門における省エネルギーは、生産コストの低減、産業競争力の

強化に直結する重要な取組みであることから、事業者においてはその取

組みを積極的に進めるべきである。 

また、県においては、工場・事業所に専門家を派遣し省エネ診断や助

言・提案を行う「省エネルギー相談事業」に加え、本研究会からの中間

報告（平成２５年１２月３日）を踏まえ、平成２６年６月に中小企業者

等における省エネルギー設備等の導入を支援する「福岡県エネルギー対

策特別融資制度」を創設するなど産業部門における省エネルギーに対す

る支援を強化しているが、これらの取組みを継続すべきである。 

さらに、中小企業者を取り巻く厳しい環境を踏まえ、国、自治体にお

いては、産業部門における省エネルギーの取組みを促進するための更な

る取組みについても検討すべきである。 

【提言１－⑤】 

業務部門における省エネルギーの促進のためにはＥＳＣＯ事業者や

ソリューション事業者、ビル管理会社など外部専門機関の活用が不可欠

であることを踏まえ、国、自治体においては、特に地域に密着した外部

専門機関の活用促進に向けた課題等の整理を行い、新たな取組みを検討

すべきである。 

また、テナントビルなどにおけるエネルギーの効率的利用を促進する

ため、事業者においては、省エネルギー設備の導入に加え、建築物の省

エネ改修（窓の二重サッシ化・複層ガラス化、建物の断熱化等）などの

取組みを積極的に進めるべきであり、国、自治体においてはその取組み

への支援を強化すべきである。 

（自治体において率先すべき取組み） 

【提言１－⑥】   

エネルギー消費が増加傾向にある業務部門や家庭部門における省エ

ネルギーを促進するため、ＥＳＣＯ事業者など外部専門機関も活用しな

がら、今後、自治体が所有する公的施設や公社住宅においてエネルギー

利用モデル事業を率先して実施すべきである。 

また、その取組みを県内に広げるため、モデル事業の実施内容や得ら

れた成果・課題等を、積極的に情報発信すべきである。 
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ウ．エネルギーを効率的に利用する新たな社会システムの実現に向けた提言 

（事業者、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言１－⑦】 

スマートグリッド（ＩＴ技術を活用したエネルギーの効率的利用の促

進）については、「ビジネスモデルを描くことが難しい」とされている。 

スマートグリッドを現実のものとしていくため、事業者、国、自治体

においては実証事業から得られた課題・成果等を整理し、その情報を共

有するとともに、他地域の参考となるスマートグリッドの成功事例（ビ

ジネスモデル）の構築を図っていくべきである。 

【提言１－⑧】 

事業者においては、事業者間での電気・熱の融通、エネルギーの面的

利用など従来の視点にない新たな省エネルギーの取組みを積極的に進

めるべきである。 

また、国、自治体においては、このような新たな取組みを積極的に支

援すべきである。 
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(２) 環境にも配慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会の実現

に向けた提言 

ア．安定、安価で環境にも配慮したエネルギー供給体制の構築に向けた提言 

（国に政策提言すべき取組み） 

【提言２－①】 

安定、安価なエネルギー供給体制を構築するためには、特定の電源や

燃料源に過度に依存しないバランスのとれたエネルギー構成（ベスト

ミックス）を実現していくことが不可欠である。 

国においては、ベストミックスを早期に提示するとともに、その実現

に向けた取組みを強化すべきである。 

（国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言２－②】 

現状において、国民生活や経済活動の基盤となる電力の安定供給を確

保しつつ電力コストの抑制を図るためには、当分の間、原子力発電の安

全性を向上させながら、これに向き合っていくことが必要である。 

原子力発電の再稼働にあたって、国においては、その安全性の検証・

確保に全力を挙げ、国民の理解を得ることが必要である。 

また、国及び関係する自治体においては、万が一の重大事故に備える

ため、原子力防災訓練を継続的に実施し、その結果をしっかり検証し、

次の訓練に活かすとともに、必要に応じて地域防災計画等の見直し・改

善につなげていく、こうした取組みを不断に繰り返すことにより、原子

力防災対策の実効性の向上を図っていくべきである。 

（事業者、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言２－③】 

安定的な電力供給を確保しつつエネルギー消費の抑制を図るため、環

境にも配慮しながら高効率火力発電の立地促進を図るとともに、再生可

能エネルギー・コジェネなど分散型エネルギーシステムの導入促進を図

るべきである。 
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イ．高効率火力発電の立地促進に向けた個別提言 

（国に政策提言すべき取組み） 

【提言２－④】 

政府においては、「電力システム改革」により柔軟性のある安定的な

電力供給体制の構築を目指しているが、電力自由化において先行した海

外では、投資回収の確実性の低下のため火力発電の立地が進まず、安定

的な電力供給の確保に苦労している例も見受けられる。 

さらに、地域における安定的な電力需給の確保に寄与しない電源立地

に関して、その送電線の補強費用等を誰が負担するかといったことも今

後の課題の一つとなると考えられる。 

「電力システム改革」により、電力ユーザー（事業者、県民）や電源

立地地域など地域の利益が損なわれることがないよう目配りを行うべ

きである。 

【提言２－⑤】 

高効率火力発電の立地促進のためには系統連系問題の解決も重要と

なることから、事業者からの要望・相談なども踏まえながら、その整備

促進を図るべきである。 

また、広域的な電力融通を可能とする地域間連系線の強化・新設につ

いても積極的に検討すべきである。 

（事業者、大学・研究機関、国、自治体が連携すべき取組み）  

【提言２－⑥】 

高効率火力発電の立地にあたっては地球温暖化問題などの環境問題

への配慮が不可欠とされていることから、化石燃料の中で温室効果ガス

の排出が最も少ない天然ガスの活用促進を図るとともに、最新鋭・先導

的な発電技術の導入を積極的に促すべきである。 

また、県内には、電源開発(株)若松研究所（図１３）や九州大学「炭

素資源国際教育研究センター」（図１４）など石炭利用の先端研究開発

拠点が集積していることから、これら拠点における研究活動を更に活発

化させ、環境性と経済性を両立させた次世代石炭火力発電の開発・普及

を加速すべきである。 

特に石炭ガス化技術は、高効率の水素製造装置にもなり得る重要な技

術であり水素エネルギー社会の中でも重要な役割を担うことも踏まえ、

その実用化を加速すべきである。 

  



 

（自治体において率先すべき取組み）

【提言２－⑦】 

電源立地は事業者が主導して行うべきものであるが、自治体において

も立地検討に必要となる各種インフラ（

線，燃料調達拠点等）の整備状況や環境規制等に関する情報提供の充実

などを通じて、その立地を支援すべきである。

 

図図図図    １１１１３３３３    電源開発電源開発電源開発電源開発((((株株株株))))若松研究所若松研究所若松研究所若松研究所

    ＜北九州市＞＜北九州市＞＜北九州市＞＜北九州市＞

 

 

 

 

（出典）電源開発(株) ，第７回研究会講演資料
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（自治体において率先すべき取組み）  

 

電源立地は事業者が主導して行うべきものであるが、自治体において

立地検討に必要となる各種インフラ（市町運営を含む工業用水

線，燃料調達拠点等）の整備状況や環境規制等に関する情報提供の充実

などを通じて、その立地を支援すべきである。 

若松研究所若松研究所若松研究所若松研究所                                        図図図図    １１１１４４４４    九州大学九州大学九州大学九州大学    

＜北九州市＞＜北九州市＞＜北九州市＞＜北九州市＞                                    炭素資源国際教育研究センター炭素資源国際教育研究センター炭素資源国際教育研究センター炭素資源国際教育研究センター

第７回研究会講演資料                  （出典）九州大学

電源立地は事業者が主導して行うべきものであるが、自治体において

市町運営を含む工業用水，送電

線，燃料調達拠点等）の整備状況や環境規制等に関する情報提供の充実

炭素資源国際教育研究センター炭素資源国際教育研究センター炭素資源国際教育研究センター炭素資源国際教育研究センター    ＜春日市＞＜春日市＞＜春日市＞＜春日市＞    

（出典）九州大学 提供 
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ウ．分散型エネルギーシステムの普及促進に向けた個別提言 

（ア）分散型エネルギーシステム普及促進のための基盤構築に向けた提言 

（事業者、自治体が連携すべき取組み） 

【提言２－⑧】 

再生可能エネルギー、コジェネをはじめとした分散型エネルギーは、

自立型のシステムとすることで停電時にも有益に利用可能であり、地域

におけるエネルギー供給システムの強靭化にも資する重要な設備であ

る。 

事業者、自治体においては、地域強靭化の観点も踏まえ、避難所、防

災拠点等への分散型エネルギーシステムの導入を積極的に図るべきで

ある。 

（国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言２－⑨】   

県においては、本研究会の議論を踏まえ、平成２６年６月に「福岡県

エネルギー対策特別融資制度」を創設し、中小企業者等における分散型

エネルギーシステムの導入に対する支援を強化しているが、この取組み

を継続すべきである。 

また、分散型エネルギーシステムの導入促進のため、国、自治体にお

いては、更なる支援強化についても検討すべきである。 

（自治体において率先すべき取組み） 

【提言２－⑩】 

県では、再生可能エネルギーの導入促進を図るため、環境規制や補助･

融資制度等に関する情報を発信し、事業者からの相談にワンストップで

対応する総合相談窓口を平成２４年２月に設置している。 

今後は、この取組みをコジェネなど分散型エネルギーシステム全般に

拡充すべきである。 
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（イ）再生可能エネルギーの普及促進に向けた個別提言 

（国に政策提言すべき取組み） 

【提言２－⑪】 

気象条件などによって発電出力が変動する再生可能エネルギーの大

量導入のため、広域的な電力融通を可能とする地域間連系線の強化など、

電力品質（電圧・周波数）を維持するための系統連系対策を充実すべき

である。 

（事業者、大学・研究機関、国、自治体が連携すべき取組み）  

【提言２－⑫】   

再生可能エネルギーの健全な普及のため、設備費・維持管理費等の低

コスト化のための研究開発、必要な規制見直しを更に進めるとともに、

再生可能エネルギー固定価格買取制度における調達価格・調達期間を適

切な水準に維持するための見直し等を適宜行うべきである。 

【提言２－⑬】   

再生可能エネルギーの中長期的な自立化（支援制度に頼らない自立的

な市場の確立）を図るため、①立地制約の少ない洋上風力発電やグリー

ンオイルなど新たな再生可能エネルギーの実用化に資する技術、②水上

や傾斜地、建物側面など未利用領域に太陽光発電を設置可能とする技術

に加え、③再生可能エネルギーの導入分野・利用用途の拡大に資する技

術についても開発・普及を進めるべきである。 

【提言２－⑭】   

水素エネルギーによる電力貯蔵システムは、蓄電池に比べ、より大規

模かつ長期間にわたって電力貯蔵が可能なシステムとして有望視され

ており、既に国内外で研究開発・実証が進められている。 

水素エネルギーによる電力貯蔵システムが実用化されれば、再生可能

エネルギーの余剰電力を吸収し有効活用することが可能となることか

ら、再生可能エネルギーの導入拡大、電力供給の安定に大きく貢献する

と考えられる。また、再生可能エネルギーから安価かつ大量のＣＯ２フ

リーな水素を製造することが可能となれば、エネルギー自給率の向上に

資するだけではなく、本格的な水素エネルギー社会の実現にも大きく貢

献すると考えられる。 

水素エネルギー分野で世界を先導する福岡県においては、産学官連携

の下、このような新たな技術の開発を積極的に進めるとともに、本格的

な水素エネルギー社会に向けたモデル実証等により技術面、制度面での

課題等を抽出し、その実現に向けた国への提言・提案等を積極的に行う

べきである。 
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（自治体において率先すべき取組み） 

【提言２－⑮】   

太陽光発電に偏重した現状を改め、多様な再生可能エネルギーの導入

促進を図るためには、地域におけるバイオマス発電やダム・農業用水路

などへの小水力発電の導入など、地域の特性を活かした多様な再生可能

エネルギーの導入を進めることが必要である。 

また、再生可能エネルギーの更なる導入拡大のためには、系統に負荷

をかけない地産地消（自家消費）型再生可能エネルギーの導入拡大、農

業など異分野との連携、再生可能エネルギーの熱利用の拡大を図ること

も必要である。 

県においては、県営ダム（瑞梅寺ダム・藤波ダム等）への小水力発電

の導入など市町村等における地域の特性を活かした再生可能エネル

ギーモデル事業に対する支援を積極的に行っているが、この取組みを継

続するとともに、地産地消（自家消費）型再生可能エネルギーの導入拡

大、農業など異分野との連携、再生可能エネルギー熱利用の拡大等に資

するモデル事業に対しても支援を行うべきである。 

【提言２－⑯】 

「再生可能エネルギー導入支援システム」による日照時間や風況など

導入検討に必要となる基礎情報の提供や、メガソーラー事業候補地の紹

介など県における積極的な取組みもあり、福岡県は再生可能エネルギー

普及先進県の一つとなっている。 

県においては、再生可能エネルギー普及促進のため、これらの取組み

を継続するとともに、海洋エネルギー・バイオマスを始めとした地域の

特性に関する情報提供の更なる充実など取組みの拡充を図るべきである。 
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（ウ）コジェネの普及促進に向けた個別提言 

（国に政策提言すべき取組み） 

【提言２－⑰】   

コジェネは、再生可能エネルギーとの親和性もあり、電力需給のピー

ク緩和、電源構成の多様化・分散化、災害対応力の強化にも資する重要

な分散型エネルギーシステムである。 

家庭用（ダブル発電）も含めたコジェネの更なる導入促進のため、初

期費用に対する財政的支援に加え、コジェネの余剰電力が適切な価格で

円滑に取引される仕組み作り等を積極的に検討すべきである。 

（事業者、県民、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言２－⑱】   

コジェネは、再生可能エネルギーに比べると認知度が圧倒的に低く、

導入メリットなどが十分に周知されていない。 

県においては、日本ガス協会・コージェネ財団等と連携し「コジェネ

導入セミナー」を開催するなどコジェネの認知度向上に努めているが、

国等とも協力しながらこれらの取組みを継続すべきである。 

また、自治体においては、年間を通じて一定規模の熱需要のある公的

施設にコジェネを率先導入し経済的メリット・環境性などを実証すると

ともに、得られた成果を事業者・県民などに積極的に情報発信すべきで

ある。 

（事業者、自治体が連携すべき取組み） 

【提言２－⑲】  

事業者においては、年間を通じて一定規模の熱需要のある施設へのコ

ジェネ導入を積極的に検討すべきである。 

また、コジェネの導入検討にあたっては、熱需要を事前に調査し、そ

の導入時における経済性や省エネ性などを検証する必要があることか

ら、自治体においては、「省エネルギー相談事業」等を通じて、事業者

におけるこれら調査・検証を積極的に支援すべきである。 
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(３) 水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けた提言 

ア．水素エネルギーの利活用拡大に向けた提言（短期的な取組み） 

（事業者、県民、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言３－①】 

水素エネルギーの社会的受容性を向上させるため、自治体においては

セミナーや啓発・教育などを通じ、水素エネルギーの利便性・安全性に

関する理解醸成を図るとともに、水素エネルギーに対する県民の声を事

業者や国にフィードバックし利便性・安全性の向上につなげていくべき

である。 

また、数多くの県民に燃料電池自動車に親しむ機会を提供するため、

自治体において燃料電池自動車を率先導入するとともに、事業者、国、

自治体が連携して、タクシーやレンタカー、バスに燃料電池自動車を積

極的に導入すべきである。 

（事業者、大学･研究機関、自治体が連携すべき取組み） 

【提言３－②】 

水素ステーション・燃料電池自動車の一体的整備を図るためには、地

域・産学官が連携して取組みを行うことが必要である。 

県では「福岡水素エネルギー戦略会議」「ふくおかＦＣＶクラブ」を

組織し地域・産学官が一体となった取組みを進めているが、これらの組

織を核とした取組みを継続・充実すべきである。 

また、水素エネルギー社会の実現に向け、これらの組織を核として、

九州が一体となった取組みを行うことについても検討すべきである。 

（国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言３－③】 

燃料電池自動車の普及初期においては、水素ステーションの顧客も少

なく、その運営が厳しいとの指摘がなされている。 

国､自治体においては、燃料電池自動車の普及初期において、事業者

における水素ステーションの整備・運営に対する支援を行うことにより、

その普及を加速すべきである。 

また、自治体自らも公的施設の敷地内に水素ステーションを整備する

など、燃料電池自動車の普及初期におけるインフラ整備を支援すべきで

ある。 
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（事業者、大学・研究機関、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言３－④】 

エネルギー供給体制を抜本的に変革する本格的な水素エネルギー社

会の実現のためには、水素利活用技術に係る技術面、コスト面、制度面

等での課題克服が必要となる。 

これらの課題克服のためには、企業間競争だけではなく、産学官連

携・企業間協調による継続的な取組みが必要とされている。 

トヨタ自動車(株)が燃料電池関連の特許実施権を無償で提供するこ

とを発表したが、このような企業間協調の取組みは高く評価されるもの

であり、産学官連携の下、継続して取り組むべきである。 

また、県においては、水素関連製品の耐久試験などを行う「（公財）

水素エネルギー製品研究試験センター」を平成２１年３月に設立すると

ともに、九州大学、県工業技術センターとも連携しながら事業者等にお

ける製品開発を支援しているが、この取組みを継続するとともに、得ら

れた知見を規制見直し等に活用すべきである。 

【提言３－⑤】 

水素エネルギーは、定置用燃料電池や燃料電池自動車に加え、船舶や

鉄道、航空機、バイクなど自動車以外の輸送分野、フォークリフト、ポー

タブル電源、業務用・産業用発電など多様な用途への適用が期待されて

いる。 

県においては、産学官連携の下、一般住居や商業施設、公共施設にパ

イプラインで水素を供給する世界初の次世代水素エネルギーモデル都

市「北九州水素タウン」を整備し、燃料電池フォークリフト、燃料電池

バイクの実証に取り組むなど水素エネルギーの利用用途拡大に向けた

取組みを積極的に行っているが、この取組みを継続するとともに、更な

る取組みについても検討すべきである。 

【提言３－⑥】   

固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）、ガスタービン、蒸気タービンを

組み合わせたトリプルコンバインドサイクルシステムは発電効率  

７０％以上を達成することも可能な次世代発電システムであり、エネル

ギー効率を大幅に高めるキーテクノロジーとして注目されている。 

水素エネルギー分野で世界を先導する福岡県においては、国とも連携

しながら、事業者、大学・研究機関における研究開発・人材育成等を支

援することにより、その開発を加速すべきである。 
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イ．本格的な水素エネルギー社会の実現に向けた提言（中長期的な取組み） 

（事業者、大学・研究機関、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言３－⑦】 ※提言２－⑭の再掲 

水素エネルギーによる電力貯蔵システムは、蓄電池に比べ、より大規

模かつ長期間にわたって電力貯蔵が可能なシステムとして有望視され

ており、既に国内外で研究開発・実証が進められている。 

水素エネルギーによる電力貯蔵システムが実用化されれば、再生可能

エネルギーの余剰電力を吸収し有効活用することが可能となることか

ら、再生可能エネルギーの導入拡大、電力供給の安定に大きく貢献する

と考えられる。また、再生可能エネルギーから安価かつ大量のＣＯ２フ

リーな水素を製造することが可能となれば、エネルギー自給率の向上に

資するだけではなく、本格的な水素エネルギー社会の実現にも大きく貢

献すると考えられる。 

水素エネルギー分野で世界を先導する福岡県においては、産学官連携

の下、このような新たな技術の開発を積極的に進めるとともに、本格的

な水素エネルギー社会に向けたモデル実証等により技術面、制度面での

課題等を抽出し、その実現に向けた国への提言・提案等を積極的に行う

べきである。 

【提言３－⑧】 

本格的な水素エネルギー社会の実現のためには、水素を貯蔵・輸送す

るインフラの整備が不可欠となる。 

水素貯蔵・輸送インフラの整備は容易ではないが、その将来的な整備

に向け、産学官が連携し技術面、制度面等での課題克服を図るべきであ

る。 
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(４) 新たなエネルギー関連産業の育成・集積による地域振興・雇用創出に向けた提言 

（事業者、大学・研究機関、国、自治体が連携すべき取組み） 

【提言４－①】   

新たなエネルギー関連産業の育成・集積を進めるためには、異業種か

らの新規参入を促進することが必要となる。一方で、これまでエネル

ギー産業に関わりの少なかった事業者において、自社の製品や技術が新

たなエネルギー関連産業にどのように活用できるかを把握することは

容易ではない。 

県では、再生可能エネルギー分野におけるビジネスマッチングや新規

参入を促すため、再生可能エネルギー分野に特化した「再生可能エネル

ギー先端技術展」を開催しているが、この対象をエネルギー分野全般に

拡充するなど事業者（地元企業）が「自社の製品や技術が、新たなエネ

ルギー関連産業に活用できる」ことに気付く機会を積極的に創出すべき

である。 

【提言４－②】   

新たなエネルギー関連産業の育成・集積のため、事業者においては需

要家側のニーズに応じた製品・技術、サービスの開発、提供を図ること

が必要であり、大学・研究機関、国、自治体においてはその取組みを積

極的に支援すべきである。 

【提言４－③】 

我が国が蓄積してきたエネルギー技術やノウハウを海外展開するこ

とは、新産業の育成とともに、世界的なエネルギー需要の増大に伴う諸

問題の緩和にも貢献する重要な取組みである。 

地方においても、新たなエネルギー関連産業の育成にあたっては、国

内のみならず、海外展開を視野に入れた取組みを図るべきである。 
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(５) その他、地域のエネルギー政策に対する提言 

（国、自治体が連携すべき取組み)  

【提言５－①】 

自治体においては、現場でのきめ細やかな省エネルギーへの支援、地

域資源を活用した再生可能エネルギー導入モデルの構築など、地域の実

状に応じたエネルギー政策が積極的に展開されている。 

これら地域の実状に応じたエネルギー政策の更なる充実のため、石油

石炭税〔地球温暖化対策のための課税の特例〕の一部地方財源化や、エ

ネルギー関連産業（電力供給業・ガス供給業）から得られる地方税（法

人事業税等）の一部を目的税（特定財源）化する制度の創設※など、地

方における独自財源を確保するための新たな仕組み作りを検討すべき

である。 

※ 電力システム改革の進展により、県外への電力供給を目的とした火力

発電等（大規模電源）の立地等が増加することも考えられるが、これら

の立地が地域における安定的なエネルギー需給の確保にも貢献するよ

う、その立地から得られる税収を地域のエネルギー政策の充実に活用す

る仕組み作りを検討すべきである。 
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参考１．福岡県地域エネルギー政策研究会 委員名簿（５０音順，敬称略） 

 

座長 

日下 一正  東京大学 公共政策大学院 客員教授 

一般財団法人 国際経済交流財団 会長 

座長代理 

本田 國昭  九州大学 カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所 

エネルギーアナリシス部門 招聘教授 

委員 

梅本 和秀  北九州市 副市長 

佐々木 一成  九州大学大学院 工学研究院 主幹教授 

兼 次世代燃料電池産学連携研究センター長 

谷本 進治   新日鐵住金(株) 執行役員 兼 八幡製鐵所所長 

塚本 修  東京理科大学 特任教授 

一般財団法人 石炭エネルギーセンター 理事長 

長尾 成美  九州電力(株) 上席執行役員 経営企画本部長 【第１１回～】 

中澤 雅彦  西部ガス(株) 取締役常務執行役員 【第１回、第９回～】 

中静 靖直  電源開発(株) 研究開発部 若松研究所所長 【第４回～】 

橋本 克司  トヨタ自動車九州(株) 取締役 兼 苅田工場長・小倉工場長 

服部 誠太郎  福岡県 副知事 

林 潤一郎  九州大学 先導物質化学研究所 教授  

兼 炭素資源国際教育研究センター長 

平井 彰  一般社団法人 九州経済連合会 理事 事務局長 【第１１回～】 

御舩 隆裕  (株)正信 代表取締役社長（福岡県中小企業団体中央会 前理事） 

退任された委員 

坂口 盛一  前 九州電力(株) 取締役常務執行役員 経営企画本部長 【第１回～第１０回】 

笹津 浩司  前 電源開発(株) 研究開発部 若松研究所所長 【第１回～第３回】 

田和 政行  前 西部ガス(株) 取締役常務執行役員 【第２回～第８回】 

本岡 必  前 一般社団法人 九州経済連合会 理事 【第１回～第１０回】
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参考２．福岡県地域エネルギー政策研究会の開催状況 

 

第１回（平成２５年 ２月２３日） 

○〔事務局説明〕福岡県を取り巻く現状と地域エネルギー政策研究会の役割 

○〔討議〕研究会の進め方について 

 

第２回（平成２５年 ５月 ７日） 

○〔講演〕エネルギーを巡る情勢と政策 ＜資源エネルギー庁 井上宏司 次長＞ 

○〔討議〕研究会の進め方について 

 

第３回（平成２５年 ６月２８日） 

○〔講演〕家庭におけるエネルギーの需要構造と課題 ＜(株)住環境計画研究所 中上英俊 会長＞ 

○〔委員情報提供〕九州電力における長期電力需要想定について ＜九州電力(株)＞ 

○〔委員情報提供〕北九州スマートコミュニティ創造事業について ＜北九州市＞ 

○〔討議〕需要サイド（家庭）においてエネルギーの効率的利用を促進するために地方が   

担うべき役割と具体的な取組み   

 

第４回（平成２５年 ８月２０日） 

○〔講演〕日本の新エネルギーとＮＥＤＯの取組み  

＜(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構 古川一夫 理事長＞ 

○〔講演〕九州における再生可能エネルギーの普及動向 

＜九州経済産業局 西孝之 電源開発調整官＞ 

○〔委員情報提供〕九州電力における再生可能エネルギー導入拡大に向けた取組みについて 

＜九州電力(株)＞ 

○〔討議〕再生可能エネルギーの普及に向けた地方の役割と具体的な取組み  

 

第５回（平成２５年１０月 ７日） 

○〔講演〕天然ガスコージェネレーションシステムの導入実態と今後の普及拡大に向けた課題 

＜(一社)日本ガス協会 清水精太 副部長＞ 

○〔講演〕分散型電源としての燃料電池の可能性 

～大型次世代燃料電池ＳＯＦＣの開発状況と今後の展開～ 

＜三菱重工業(株) 小林由則 燃料電池事業室長・新製品(ＳＯＦＣ)ＳＢＵ長＞ 

○〔委員情報提供〕西部ガスにおけるコジェネ普及に向けた取組みについて ＜西部ガス(株)＞ 

○〔討議〕コジェネなど分散型電源の普及に向けた地方の役割と具体的な取組み  
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第６回（平成２５年１１月１７日） 

○〔講演〕安定的なエネルギー・電力需給の確保のために地方が果たすべき役割 

＜東京工業大学 柏木孝夫 特命教授＞ 

○〔討議〕中間とりまとめ 

 

第７回（平成２５年１２月２０日） 

○〔講演〕電力システム改革と発電事業の最新動向 

＜(一財)電力中央研究所 丸山真弘 上席研究員＞ 

○〔委員情報提供〕石炭火力の役割～クリーンコールテクノロジー～ ＜電源開発(株)＞ 

○〔委員情報提供〕北九州市地域エネルギー拠点化推進事業 ＜北九州市＞ 

○〔討議〕高効率発電の普及に向けた地方の役割と具体的な取組み 

 

第８回（平成２６年 ２月１０日） 

○〔講演〕省エネルギーの現状と課題（産業面・業務面を中心に） 

＜(一財)省エネルギーセンター 判治洋一 理事＞ 

○〔討議〕需要サイド（産業面・業務面）においてエネルギーの効率的利用を促進するため

に地方が担うべき役割と具体的な取組み 

 

第９回（平成２６年 ４月２２日） 

○〔講演〕新たなエネルギー基本計画について ＜資源エネルギー庁 井上宏司 次長＞ 

○〔討議〕今後の研究会の進め方 

 

第１０回（平成２６年 ５月２６日） 

○〔委員情報提供〕電源開発における再生可能エネルギーの取組み ＜電源開発(株)＞ 

○〔委員情報提供〕グリーンエネルギーポートひびき ＜北九州市＞ 

～風力発電産業アジア総合拠点 響灘地区～  

○〔討議〕新たな再生可能エネルギー（洋上風力発電等）の普及に向けた地方の役割や取組

み 

 

第１１回（平成２６年 ８月１８日） 

○〔講演〕水素社会の実現に向けた取組の加速 

＜資源エネルギー庁 燃料電池推進室 戸邉千広 室長＞ 

○〔委員情報提供〕九州大学におけるスマート燃料電池社会実証 

～燃料電池を核にした水素エネルギー社会実現に向けた福岡・九大の挑戦～ 

＜九州大学 佐々木一成 委員＞ 

○〔討議〕水素エネルギー社会の実現に向けた地方の役割や取組み 
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第１２回（平成２６年１０月 ９日） 

○〔講演〕スマートコミュニティの普及に向けた取組みと課題 

＜(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構 スマートコミュニティ部 諸住哲 総括研究員＞ 

○〔講演〕大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業について 

 ＜東日本電信電話(株)ビジネス開発本部 會田洋久 担当部長＞ 

○〔委員情報提供〕北九州スマートコミュニティ創造事業の進捗状況 ＜北九州市＞ 

○〔討議〕新たなエネルギー・電力需給システムの構築に向けた地方の役割や取組み  

 

第１３回（平成２６年１１月２１日） 

○〔講演〕電力システム改革と新たな送配電ネットワーク 

＜早稲田大学 理工学術院 横山隆一 教授＞ 

○〔委員情報提供〕北九州市地域エネルギー拠点化推進事業 ＜北九州市＞ 

○〔委員情報提供〕九州における再生可能エネルギーの現状と課題 ＜九州電力(株)＞ 

○〔討議〕高効率火力発電の普及に向けた地方の役割や取組み 

  

第１４回（平成２７年 ２月 ５日） 

○〔講演〕エネルギー・環境領域における我が国の成長と地域振興 ～グローカルな視点と発想～ 

＜九州大学 持田勲 名誉教授＞ 

○〔講演〕くらしの中の省エネ・節電  

＜消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ／環境ｶｳﾝｾﾗｰ／家庭の省ｴﾈｴｷｽﾊﾟｰﾄ診断･指導級 林真実 氏＞ 

○〔討議〕総括議論 

  

第１５回（平成２７年 ３月 ５日） 

○ 福岡県地域エネルギー政策研究会 報告書の提出 
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福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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需要面需要面需要面需要面 （（（（県内県内県内県内のエネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギー消費消費消費消費））））

現状現状現状現状 → 将来将来将来将来

供給面供給面供給面供給面 （（（（一次一次一次一次エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー供給供給供給供給・・・・最終最終最終最終エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費形態消費形態消費形態消費形態））））

将来将来将来将来 ← 現状現状現状現状

国内の
一次エネルギー供給

（平成２２年度）

（変動要因）
・エネルギーベストミッ
クスにおける原子力
発電の位置付け

（変動要因）

・化石燃料の価格動向
・地球温暖化問題

将
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

福岡県地域エネルギー政策研究会における論点整理ペーパー（第２回研究会報告資料）

〔論点１〕 県内のエネルギー需要は、将来どのように変化していくのか

〔論点２〕 県内のエネルギー需要を、将来どのようなエネルギー源で賄っていくのか

（変動要因）
・産業構造
・製品生産額
・エネルギー消費原単位

（変動要因）
・燃費の向上
・次世代自動車の普及動向

（変動要因）
・人口，世帯数
・エネルギー消費原単位

（変動要因）
・業務用の延べ床面積
・エネルギー消費原単位

民生用(家庭)

民生用(業務他)

産業部門

県内におけるエネルギー消費 （電力・熱配分後）

２０×× ２０××

（変動要因）

・発電効率等の向上

・分散型電源の普及

国内の
最終エネルギー消費形態

（平成２２年度）

（変動要因）
・再生可能エネルギー
の普及動向

※固定価格買取制度
※コスト
※系統連系の円滑化 等

参考３．福岡県地域エネルギー政策研究会における論点整理ペーパー 



 

 

 

 

 

本報告書に関する問い合わせ先 

福岡県地域エネルギー政策研究会 事務局 

（福岡県 企画・地域振興部 総合政策課 エネルギー政策室） 

☎０９２－６４３－３１４８ 


